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第１章 序論 

1.1 本研究の視座 

 本研究は，問題解決モデルを基盤とする心理学的支援，特に認知行動療法（Cognitive 
Behavioral Therapy：CBT）に対して，クライエントが価値を置く生活像を起点に「参

加」を支援目標として構成する「参加指向的アプローチ」を提案し，多重事例研究によ

り検討するものである。 
 理論的基盤として，国際生活機能分類（International Classification of Functioning, 
Disability and Health；ICF）は生活機能を「心身機能・身体構造」「活動」「参加」と

環境因子，個人因子の相互作用として捉える枠組みである（World Health Organization, 
2001）。また，目標指向的アプローチ（Goal-Oriented Approach；GOA）は，最上位

目標として ICF の「参加」を据え，そこから「活動」「心身機能」等の下位目標を階層

化する支援枠組みである（大川, 2002, 2003；上田, 1983, 1992a, 1992b）。本研究では，

GOA が「参加」を起点にするのに対し，ICF の個人因子にも含まれる価値の探索を面

接開始時点で行い，クライエントの価値に根ざした参加目標を設定することを原則とす

る。ICF および GOA の詳細は第 2 章で述べる。 
 面接は，原則として「どうなれたら幸せだと思いますか」「大切にしたいことは何で

すか」といった価値への問いを起点に進め，価値が反映された参加目標を具体化し，そ

の実現に向けた活動目標（「参加」に繋がる活動・行動）を協働で設計する。さらに，

必要に応じて心身機能への働きかけや環境調整を位置づける。他方，標的となる問題（症

状・行動）が明確で，かつ生活上の困難の主要因と考えられ，改善目標について合意が

成立する場合には，問題解決モデルに基づく手続きを優先する。 
 本研究の目的は，ICF と GOA を理論的基盤とした参加指向的アプローチを提案し，

領域横断，および異なる支援者による多重事例研究として適用可能性を検討することで

ある。仮説として，支援の目標を価値に根ざした参加とすることで，参加の実現に向け

た行動変容が得られるとする（「問題解決」はその結果として得られることもあるが，

一義的とはしない）。分析は，ICF による構造分析と再帰的テーマ分析（Reflexive 
Thematic Analysis；RTA）（Braun & Clarke, 2006, 2019, 2021）により行う。 
 本研究の効果測定は，量的指標を用いていないため，支援の結果として価値と参加目

標に沿った行動変容が確認された場合を本アプローチの効果と操作的に定義する。価値

と参加目標に沿った行動変容が確認された例／確認されなかった例の比較においては，

（a）価値の明確化（価値の言語化の程度），（b）参加目標の具体性（活動レベルに翻訳

されている程度）を主要な比較軸として位置づける。 
 なお，本研究では，参加指向的アプローチを CBT に付加して用いるだけでなく，既

存の心理療法に「第 2 のチャンネル」として追加・並走し得る枠組みとしての可能性を

提案し，心理療法の部分的統合の可能性を検討する。研究倫理として，対象者（および

保護者等）には論文化する旨を説明し了承を得たうえで，個人が特定されないように属

性等を一部修正して記述する（本要約版では、該当する第 5 章・第 6 章を要約する）。 
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1.2 認知行動療法の構造と課題 

1.2.1 問題解決モデルの課題と支援の現状 

 これまでの心理学的支援では，クライエントの「問題」を明確にし，その解決や低減

を支援の目標とする枠組みが重視されてきた。このような発想は，ソーシャルワークに

おいて Perlman（1957）が problem-solving process として体系化し，問題解決モデ

ル（problem-solving model）としても論じられてきた。問題解決モデルでは，問題の

明確化，目標設定，介入，評価／再評価という枠組みが重視される（D’Zurilla & Nezu, 
2007；Persons, 2008）。 
 一方で，価値を重視する理論の系譜（実存主義・人間性心理学など）は早くから存在

してきた。しかし，実践における手続きや評価の水準では，価値や希望を具体的な生活

目標や行動，環境調整へと体系的に接続したり，標準化された指標で評価する方法は，

必ずしも十分には整理されて来なかった（Cuijpers, 2019；Kazdin, 2012）。 
 問題解決モデルの典型的なアプローチとして CBT が挙げられる。CBTは，行動療法

（Behavioral Therapy：BT）の技法に認知的技法も取り入れることで，不適応反応の

低減や適応行動の形成・強化を目指す体系として発展してきた（Hofmann et al., 2012；
熊野, 2019；坂野, 1995）。 
 CBT の基本的な構造は，行動変容を重視する行動療法の枠組みに基づき，レスポン

デント条件づけやオペラント学習の原理に則った技法（例：曝露反応妨害，行動活性化，

セルフモニタリングなど）に，認知再構成法などの認知的技法を統合することで，多様

な症状や文脈に柔軟に対応できる。また，介入選択に先立って臨床的に意味の大きい標

的行動を見極める視点が重視され，この観点は行動療法の枠組みで理論的に整理されて

いる（Bosch & Fuqua, 2001；Kazdin, 2012）。国内の概説として，BT と CBT の構造

的相違（機能分析を基盤とする行動論的手続き／認知過程への働きかけの統合）が簡潔

に整理されている（熊野，2019）。このように支援が構造化されやすい一方で，心理療

法研究の多くがアウトカムとして症状低減に焦点化してきたこと，また，本人が重要と

みなす結果に関する研究が相対的に少ないことが指摘されている（Cuijpers, 2019）。
たとえば，復職を目指すうつ病のクライエントに対し，日課表の作成や行動活性化によ

って活動量を増やす支援が行われることは多い。しかしこの点について，Gaudiano
（2008）は，伝統的 CBT が機械論的であるとの批判があることを紹介しており，Malik 
et al.（2021）は，行動活性化の計画・実施においては，本人にとって重要な活動と社

会文脈要因を考慮する必要があると述べている。また，Widnall et al. （2020）は，特

に伝統的 CBT について，症状の低減に比して well-being の改善が小さいことを示し， 
介入目標として well-being強化への重点づけを高める必要性を示唆している。すなわ

ち，伝統的 CBTは短期的効果や症状の改善には有効だが（Beck, 1976），クライエント

本人が重視する生活上の目標や生活文脈を，支援目標にさらに明確に反映させる必要性

が示唆される。 
 また，現在の CBT 実践の多くが短期的構造を基本とし，より少ないセッション数で
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の「効果」が求められる中では，個別性の高い目標や柔軟な支援構造の導入が困難とな

りやすい（Hayes & Hofmann, 2021；Kazdin, 2008；西山, 2018；Persons, 2008）。
これは，CBT が客観性と標準化を指向して「マニュアル化」を推進してきたことに伴

う課題の一側面とも言え（Persons, 2008），支援者側が設定した支援構造にクライエン

トを「当てはめる」ことにも繋がりやすい。その結果，「その人がどう生きたいか」と

いう文脈を共有する機会が得にくい場合もあると考えられる。 
 このような問題解決モデルの課題に対して，近年では「参加」や「役割再獲得」など

を中心に据えたアプローチが注目されつつある。リハビリテーション領域における ICF
の導入もその 1つと言え，支援実践に新たな視点を与えている（World Health 
Organization, 2001；上田, 2005）。次節以降では，このような参加概念の拡がりと，そ

の背景となる生活モデルの構造について詳述する。ICF の図を Fig.1-1 に示す。 
 
1.2.2 「参加」を重視した支援視点の意義 

 「問題解決モデル」に基づく支援は，クライエントの抱える困難や不適応行動を定義

し，その改善を目指す構造が明快である一方で，生活全体に関わる視点が十分ではない

という批判を受けてきた。このような中，「参加（participation）」という視点が注目に

値する。「参加」とは，ICF において「生活場面への関与（involvement in a life 
situation）」を意味し，個人が社会の中で役割を持ち，他者や環境と関わりながら生活

することを指す。その実現を支援の中心に据えることで，生活そのものの回復や構築が

視野に入る（Granlund & Imms, 2024；上田, 2005；World Health Organization, 2001）。 
 特に ICFでは，「参加」は心身機能や活動と並ぶ中心要素として位置づけられ，生活

機能を環境因子等との相互作用として捉える枠組みの中で，支援の焦点を生活場面の関

与へと拡げる視点を与える（Imms et al., 2017；World Health Organization, 2001）。
この考え方は，医学的モデルが主に症状や能力の程度を評価することに対し，生活の質

や役割実現といった「生きること」の全体像を評価・支援対象とする点で相違がある

（Kostanjsek, 2011）。 
 心理学的支援における参加視点の導入は，支援の目標そのものを再構成する契機とな

る。たとえば「不安を減らす」「外出できるようになる」といった目標に加えて，「友人

と映画に行く」「地域のボランティア活動に復帰する」など，具体的な生活像を中心に

据えた目標が導入されることで，支援の質と方向性が大きく変化し得る。さらに，「参

加」視点は目標の意味づけと主体性の回復にも寄与する。自らの価値観に基づき生活目

標を設定し，それを共有・実現していくプロセスは，クライエントのエンパワメントを

促し，単なる不適応行動の低減以上の変容を可能にする（Leamy et al., 2011；砂原, 
1980）。ここでいう「価値」とは，クライエントが人生において大切にしたいと感じる

事柄や，生き方の指針を指す（Hayes et al., 1999；Wilson & Murrell, 2004）。 
 本研究では，これらの要素を支援構造に取り入れる視点を重視する。このような参加

重視の支援構造は，生活モデル的な実践の核であり，たとえば生活臨床（伊勢田ほか, 
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2012）や地域精神保健（池淵, 2024）においても注目されている。 
 心理学的支援においても ICFや目標指向的リハビリテーションにおける目標指向的

アプローチ（Goal-Oriented Approach: GOA）との接続を通じて，その展開が可能であ

るということが本研究の仮説である。 
 
1.2.3 CBT と「参加」概念の整合性 

 CBTは従来，不適応行動や症状の軽減を目的とした短期的介入が中心であったが，

一部では，社会参加を組み込んだプログラムや，多職種連携のもとで社会参加や就労な

ど生活上の目標を扱う実践もみられる（Chen et al., 2022；岡田ほか, 2022）。例えば，

行動活性化技法は，日常生活の中で実行可能な活動を段階的に増やす技法として位置づ

けられる（Addis & Martell, 2004；Martell et al., 2022）。また，曝露反応妨害法の適

用を通じて生活上の行動範囲が拡大した報告もある（瀬口, 2020）。 
 一方で，従来の CBT の構造では，不適応行動や症状の軽減を主目的とした目標設定

が中心となることが多く，生活文脈や価値が十分に反映されにくい（西山, 2018；
Widnall et al., 2020）。このため，CBT の構造の中に「参加」や「価値」に基づく目標

設定をいかに取り込むかが課題となっている（Hayes et al., 2006；Martell et al., 
2022；Widnall et al., 2020）。 
 この点において，目標指向的アプローチ（GOA）における階層的目標構造の導入は，

CBT における目標設定の枠組みを拡張する可能性を持つ。すなわち，GOA における「参

加」→「活動」→「機能」の階層的構造は，CBT における行動目標の意味づけを深め

る手がかりとなり得る（大川, 2003；上田, 2005）。 
 本研究では，CBT の枠組みにおける実践的整合性を維持しながら，「参加」概念を中

核に据えた支援目標の再構成を試みる。この視点は，CBT の実践的知見の蓄積を生か

しながら，生活の改善や生活への関与に繋がる支援構造の構築を目指すものである。 
 
1.3 問題解決モデルと生活モデルの対比 

1.3.1 問題解決モデルの特徴と課題 

 問題解決モデルは，クライエントが抱える困難や症状を問題として定義し，それを明

確化・分析しながら解決へ導く支援構造である。このモデルは，評価・計画・介入・再

評価の構造化されたサイクルを特徴とし，効果指標としては症状の軽減や機能改善が重

視されることが多い（D’Zurilla & Nezu, 2007；Persons, 2008；Cuijpers, 2019）。 
 CBT の枠組みでは，特定の不適応行動に対して技法を適用することが中心となりや

すく（たとえば，不安にはエクスポージャー法，うつには行動活性化など），目標設定

も支援者が主導的役割を担うことが多い。これにより，短期的な効果が得られやすい一

方で，クライエントの個別の価値観や長期的生活像を目標設定に十分反映することが困

難な傾向がある（Kazdin, 2008；Persons, 2008）。さらに，介入効果の指標として症状

や行動など測定可能な変数が優先されやすいこと，および生活の質（quality of life）を
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指標として位置づける必要性が指摘されている（Schwartz & Kelly, 2021）。このため，

本人の語りや希望が支援のプロセスに十分に取り込まれず，生活の中での再適応が不十

分なまま終了する支援もあると考えられる。 
 これらの課題を乗り越えるには，クライエントが「どう生きたいか」という生活上の

希望を出発点とし，それを中心に据えた支援構造の採択が求められる。 
 

1.3.2 生活モデルの構造と展開 

 生活モデル（life model）は，もともとソーシャルワークの概念で，クライエントの

生活状況や環境との関係に着目し，生活全体の質を高めることを目的とする支援モデル

である（Germain, 1973；Gitterman & Germain, 2008；袴田, 2011；石川, 2019；久
保・副田, 2005）。このモデルでは，「問題の除去」ではなく「望ましい生活の実現」を

出発点とする点が特徴である（宮田, 2001；上田, 1983，1992a，1992b）。 
 ICF における「参加」や「活動」の構造は，まさにこの生活モデルの視点と合致して

おり，クライエントが社会の中でどのような役割を果たし，どのように関わっていくか

に焦点が当てられる（Imms et al., 2017；大川, 2003）。たとえば「地域の催しに参加

したい」という希望を支援する際，単に移動能力を高めるのではなく，行事へのアクセ

スや安心して参加できる環境づくりも含めた支援が求められる（Gitterman & 
Germain, 2008；Hammel et al., 2015）。 
 このような視点は，GOA とも親和性が高く，最上位目標として「参加」を据え，そ

こから「活動」や「心身機能」へと階層的に展開していく構造をとる（上田, 2005）。
ここでの目標は単なる行動目標ではなく，「その人らしい生活の実現」を意味し，ICF
の概念と融合した支援の枠組みを形成する。 
 また，生活モデルでは環境因子や個人因子への介入も重要視される。これは，本人の

生活機能が社会的・制度的環境の影響を受けやすいためである。具体的には，職場や家

庭環境の調整，支援資源の活用，本人の価値や文化的背景への配慮などが含まれる。 
 このように，生活モデルは ICF と GOA に共通する理論的基盤であるとともに，「参

加」の実現に向けた支援構造を具体化する枠組みであり，本研究が構築する「参加指向

的アプローチ」の根幹となるものである。 
 
1.4 目標指向的アプローチ（GOA）の理論的位置づけ 

1.4.1 GOA の定義と成り立ち 

 本研究において基盤とする GOAは，リハビリテーション領域において提唱された枠

組みで，もともと「目標指向的リハビリテーション」（goal-oriented rehabilitation）
の一種でもある。目標指向的リハビリテーションという概念自体は 1970年前後から見

られるが（Kiresuk & Sherman, 1968；Siegert & Levack, 2014），初期の文献におけ

る「目標」の概念は現在の GOA が重視する「参加」や QOL を軸とした主体的な社会

的参加を促進するものとは異なる。本研究では，ICF および生活モデルに基づいた構造
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を持つ GOA に着目する。 
 GOAは，クライエントが望む生活の実現を最上位の目的に据え，その実現に必要な

下位目標を階層的に構造化して支援する方法である（上田, 1983, 1992a, 1992b；大川, 
2002, 2003）。上田（1992a）は，明確に「目標指向的アプローチ」という語を用いて

いるが，同時に「（GOAは）私１人の頭の中から捻り出したものではなく，東京大学リ

ハビリテーション部の診療実践の中から，その理論家の努力を通して生まれてきた集団

的な産物である」とも述べている。この点に関連して，砂原（1980）は「リハビリテ

ーションは単なる機能回復ではなく，人間の尊厳を取り戻すこと」であり，「その後の

生活の質や社会復帰までを含めて考えるべき」と述べていることから，GOAは，砂原

や上田と彼らに続く，たとえば大川らによって案出・実践・検証，そして理論化を繰り

返して発展して来たと考えられる。 
 上田（1992a）は，医学モデルにおける問題指向型支援に対し，「生活の設計」とし

てのゴールを中心に据えた支援構造の必要性を指摘し，従来の機能回復や訓練中心の支

援から，個人の人生の質に焦点をあてた目標指向型への転換を提唱している。また，「ニ

ード（本当に必要なこと）」と「ゴール（望む生活）」は相互に結びついて構造化される

べきであるとし，個別性を尊重した目標の設定が重要であることを示している。 
 この考え方は，大川（2002, 2003）により，ICF の構造と統合され，リハビリテーシ

ョン実践における包括的な支援枠組みとして展開された。大川は，GOA の構造を「参

加」→「活動」→「機能」という ICF の階層と接続し，支援目標の明確化と生活文脈

への接続の必要性を強調している。 
 このように，GOAはリハビリテーション実践において，支援者とクライエントが対

話的に目標を設定し，その実現に向けて支援を構造化するアプローチであり，心理学的

支援においても応用可能な理論的基盤を提供するものである。ただし，留意すべき点と

して，上田（1992a）は，「問題指向から目標指向へ」と題して論じてはいるが，同時

に「目標指向的アプローチは，問題指向的システムと対立・競合したり，それを排除し

ようとしたりするものではないということである。」とも述べており，本研究も同様の

姿勢である点を強調しておきたい。 
 
1.4.2 GOA の階層構造と心理学的応用 

 GOA における支援構造の特徴は，「参加」「活動」「心身機能」という階層的目標構造

にある。これは，ICF の生活機能モデルと対応しており，最上位目標に「参加」（役割

の獲得・再構築）を据える点に特徴がある（大川, 2003；Siegert & Levack, 2014；上

田, 2005）。 
 この階層構造では，まずクライエントが実現したい生活上の目標（例：「地域の集ま

りに参加したい」）を設定し，それを支える活動目標（例：「外出の習慣をつける」）や

機能的要素（例：「長時間歩行が可能」）が段階的に導き出される。こうした構造は，目

標の意味づけを明確にするとともに，クライエントの自発的動機づけを維持する上でも
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有効である（Ryan & Deci, 2000；Levack et al., 2006）。 
 また，GOAは単なる評価やプログラム設計ではなく，クライエントとの協働による

「対話的目標設定」を重視する。とりわけ，初期面接においてクライエントの価値や理

解・期待を丁寧に探索した上で目標について合意することが，支援関係の形成と動機づ

けを促し，支援全体の質を高める（Holliday et al., 2007; Levack et al., 2006; Pollock et 
al., 1990）。こうした参加目標は，人生の目的・自己成長・自律・環境調整といったユ

ーダイモニックな well-being を到達点とする立場とも整合する（Ryff & Singer, 2008）。
このような GOA の構造は，心理学的支援においても適用可能である。従来の症状や課

題遂行に主眼を置いた支援だけでは捉えきれなかった，クライエントの生活全体を対象

とする指針として，本研究は GOA を「参加指向的アプローチ」の基礎に位置づける。 
 
1.5 ICF の構造と心理学的支援への意義 

1.5.1 ICF の基本構造と特徴 

 ICFは，World Health Organization（2001）によって採択された国際的な生活機能

分類であり，従来の ICIDH（国際障害分類）を再構成する形で登場した。ICFは「健

康の構成要素の分類」と位置づけられ，「心身機能・身体構造」「活動」「参加」に加え，

「環境因子」「個人因子」の 5 要素から構成されている（Fig.1-1）。 
 ICF の特徴は，従来のように「障害」や「欠損」に着目するのではなく，生活全体に

おける機能的な実現度，すなわち「生活機能（functioning）」の全体像を多面的に評価

する点にある。たとえば，歩行能力があっても社会活動に参加していなければ「参加」

の制限があるとみなされる。このように，能力（capacity）と実行状況（performance）
を区別して評価する構造が，ICF の中核にある（World Health Organization, 2001；
Kostanjsek, 2011；大川, 2003）。 
 ICFは，心身機能や症状のみに着目する医療モデル（＝問題解決モデル）では捉えき

れない「生活者としての人間」の支援に理論的枠組みを提供しており，心理学的支援へ

の応用においても，問題解決モデルとは異なる発想を導入する可能性を有している。 
 
1.5.2 「参加」と「個人因子」の支援的応用 

 ICF の「参加」概念は，心理学的支援においても，単なる行動の遂行にとどまらず，

社会的文脈における役割や関与を支援の焦点に含める視点を与える（World Health 
Organization, 2001；上田, 2005）。その結果，「何ができるか」に加えて「どのように

生きたいか」を目標設定に取り込みやすくなる。 
 また，「個人因子」は ICF において明確な分類体系が示されていないが（World Health 
Organization, 2001），価値観・性格・生活歴・動機づけなど，行動や目標選択に大き

な影響を与える要素である（大川, 2003；上田, 2005）。したがって，心理学的支援にお

いては，個人因子を考慮して参加目標や活動目標を設定する必要がある。近年の支援モ

デルにおいても，クライエントの価値や希望に即した目標設定の重要性が指摘されてい
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る（Skoumal et al., 2024）。 
 特に，アクセプタンス&コミットメント・セラピー（Acceptance and Commitment 
Therapy: ACT；Hayes et al., 1999）における「価値の明確化と行動選択」のプロセス

は，ICF の個人因子と参加の枠組みと親和性が高く，本研究においても GOA との接続

点として注目される。 
 このように，ICF の構造は，生活全体の理解と個人性の尊重を支援に組み込むための

包括的枠組みとして，心理学的支援における「参加指向的アプローチ」の理論的背景を

提供するものである。 
 
1.6 支援の視点と研究の枠組み 

 本研究では，初期の面接における価値の明確化を出発点とし，クライエント自身の語

りや志向をもとに，支援目標を対話的に構成していく視点を重視する。 
 その上で，実際の面接記録をもとに，価値や目標の言語化，および行動変容との関係

性を整理することで，GOA の構造を活用したアプローチが，支援にどのように寄与し

得るかを検討する。このような視点は，問題解決モデルの限界を補完する新たな選択肢

の一助となるものである。 
 なお，本研究における分析方法については第 4 章で詳しく述べる。 
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Fig.1-1 ICF とその構成要素間の相互作用（厚生労働省，2002 を引用改変） 

生命レベル 個人レベル 人生レベル

生活機能

（心身の機能・身体の構造）
（ADL，家事，余暇や仕事

に必要な動作等）

（社会的役割，活動への

参加）

健康状態
（疾患，外傷，妊娠，

加齢等）

心身機能・身体構造 活　動 参　加

環境因子 個人因子
（物的環境，人的環境，

社会制度的環境）

（年齢，性別，生活歴，

ライフスタイル，価値観
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第２章 理論的枠組み 

2.1 ICF の構造と「参加」概念 

2.1.1 ICF の構造と意義 

 本項では，ICF の構造と基盤とする理論，および意義について確認する。ICFは，1980
年に提示された国際障害分類（ICIDH）に代わる新たな概念枠組みとして提示され，「健

康」や「障害」を個人の問題に帰属させず，生活機能や社会参加を含む包括的な視点か

ら捉え直したものである（Imms et al., 2017；Kostanjsek, 2011；World Health 
Organization, 2001）。 
 ICF の構造は，「健康状態」のほか，「心身機能・身体構造」「活動」「参加」の 3つの

生活機能，および「環境因子」と「個人因子」を含む 5つの要素から構成されている。

これらの構成要素は，相互に影響し合いながら，個人の健康状態や生活状況を形づくる

モデルとして理解される。たとえば，「心身機能・身体構造」に障害があっても，環境

調整や支援があれば「活動」や「参加」が可能となるように，ICFは構成要素間の相互

作用を前提とする枠組みとして理解される（World Health Organization, 2001；厚生

労働省, 2002；大川, 2003）。 
 この分類体系においては，「活動（activity）」は「個人による課題や行為の遂行（the 
execution of a task or action by an individual）」，「参加（participation）」は「生活場

面への関与（involvement in a life situation）」と定義されているが，現実の文脈では

両者の境界は明確でない。実際の運用において，その区別は各支援場面の解釈に委ねら

れている（World Health Organization, 2001；Imms et al., 2017；Ueda & Okawa, 
2003）。この柔軟性は，ICF が多様な文脈で活用されることを可能にする一方で，実践

上の概念的混乱を引き起こす可能性も併存する。この点については，次項で再考する。 
 ICF の意義は，障害を「生活機能の制限」として捉えることで，治療モデル中心の視

点から「生活モデル」への転換を促す点にある。従来の医療モデルが「できないこと＝

障害」とみなしていたのに対し，ICFは，「その人がどのように生きているか」や「社

会にどう関与できているか」という観点から支援の焦点を再定義した（Ueda & Okawa, 
2003）。茂木（2012）は ICF に基づいて，障害を個人内の欠如ではなく生活文脈との

相互作用として把握し，心身機能・活動・参加の連続的評価と環境調整を含む支援設計

の重要性を述べている（p.17）。この視点は，多職種間で共有可能な枠組みとして，臨

床実践，研究，教育における活用が報告されている（Allan et al., 2006；Kostanjsek, 
2011；Simon et al., 2024；World Health Organization, 2013）。 
 さらに，ICF が専門職間で共通利用できることは，国際的に多くの文献で示されてい

る。Allan et al.（2006）は，ICF が「共有言語かつ概念的枠組み」を提供し，専門枠

を超えた協働を可能にすると述べている。World Health Organization（2013）による

実践マニュアルも，ICFは特定の専門職に属さず中立的で，教育や臨床に導入すること

で階層構造を変え，共同実践を促進するとしている。Leonardi & Fheodoroff（2021）
は，脳血管障害のリハビリテーションで ICF が「共通言語」「共有記録システム」とし
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て多職種協働を支えることを示している。以上は ICF の高い専門職種間汎用性を示唆

している。Table 2-1は，リハビリテーション領域における ICF の汎用性を示すもので，

主要職種が相対的に中心となって担う領域を示している（厚生労働省, 2006；Simon et 
al., 2024；上田, 2005；World Health Organization, 2001 を元に作成）。医師・看護師

は健康状態の診断・医学的管理を軸に，活動・参加・個人因子にも関与する。理学療法

士・作業療法士・言語聴覚士は心身機能・身体構造への介入と活動の獲得を主眼とし，

特に作業療法士は活動・参加への関与が強い。ソーシャルワーカーは制度・資源・家族・

地域など環境因子の調整を中心に参加の実現を支援する。心理職は，価値・動機づけ・

生活歴に基づいて評価・理解を行い，活動方略の設計や環境調整を支援し，参加の実現

に寄与する。なお，記号は職域の排他性を示すものではなく関与の度合いの目安であり，

クライエントの状態・文脈・体制により実際の分担は変動する。 
 本研究においては，この ICF の構造を単なる分類枠組みとして参照するのではなく，

「参加」と「個人因子」という 2つの要素を基盤に，目標設定および心理学的支援構造

の再構成を試みる。すなわち，「望ましい生活」や「意味ある変化」の実現を指標とす

る支援を設計する上で，ICF の枠組みは理論的かつ実践的基盤として位置づけられる。 
 

2.1.2 「参加」と「活動」の違い 

 「活動」と「参加」は，ICF 分類表において「活動・参加」項目として同一コードで

示されるが，その背景には「生活機能は連続的であり，支援場面ごとに柔軟に解釈され

るべきである」という基本思想がある（Imms et al., 2017）。 
 しかし，実際の現場では，両者を区別することが理論的にも実務的にも重要である。

Levack et al.（2006）は，リハビリテーションにおける目標計画（goal planning）に

関して，目標設定をめぐる議論では「目的（purposes）」と「成立メカニズム

（mechanisms）」を区別して検討する必要性を指摘している。これを踏まえ，本研究

では ICF の枠組みに沿って，「参加」を上位の目標（目的）として，「活動」をその達

成に向けた遂行可能な行為（手段）として位置づける。このような階層的視点は，GOA
の目標構造とも整合する。たとえば，「コンサートに行く」という「参加」目標の下位

には，「バスに乗れる」「外出の準備ができる」といった「活動」目標が配置される。 
 また，「活動・参加」には「performance（実際の生活状況における遂行）」と「capacity
（標準化された環境における遂行能力）」という区分がある（World Health 
Organization, 2001；大川, 2003）。これにより，同じ活動でも文脈や環境因子によって

達成可能性が変化する（Imms et al., 2017；Simeonsson et al., 2003）。たとえば，あ

る人が「会議に出席できる」という能力（capacity）を持っていても，会場に段差があ

る，支援者がいないなどの環境によっては実際の遂行（performance）が妨げられるこ

とがある。従って，「参加」は身体的機能に限定されず，「どのような環境で」「どのよ

うな役割を果たすか」という社会的文脈との関係で捉えられるべきである。 
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Table 2-1 リハビリテーション領域で専門職が主に関わる ICF の要素 

職種
 心身機能・

身体構造
活動 参加 環境因子 個人因子 主な役割

医師 ◎
診断，薬物療法管理，治療全体の統

括，治療⽅針決定，最終判断

看護師 ○ ◎ ◎ ○
⽇常⽣活⽀援，服薬管理，症状モニ

タリング

理学療法士 ◎ ◎ ○

運動・移動機能の評価・訓練，歩

⾏・移動と⽇常⽣活の⾃⽴に向け⽀

援

作業療法士 ◎ ◎ ◎ ○
活動プログラム作成，⽣活機能訓

練，参加促進

言語聴覚士 ◎ ○
⾔語・聴覚・嚥下を評価訓練し，会

話と⾷事の⾃⽴に向け⽀援

ソーシャルワーカー ○ ◎ ◎ ○
社会資源紹介，退院⽀援，就労・福

祉サービス連携

心理職 ○ ◎ ◎ ◎ ◎

⼼理評価・予防，価値に基づく⽬標

設定と⾏動変容で参加を促進し，家

族⽀援・環境調整・多職種連携

◎ 特に関係する　○ 関係する
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 日本においても，参加という視点を支援の中核に据えようとする試みは早くから存在

しており，宮田（2001）は療育の分野で「その人にとっての意味ある変化」を重視す 
る生活支援の必要性を主張している。 
 本研究においては，「参加目標」を単なる社会的関与としてではなく，本人の価値に

根ざした意味ある生活の（再）獲得として位置づける。そして，その実現に向けて下位

目標を階層化することで，価値から行動への論理的接続を明確化する。こうした視点は，

生活モデル的支援の中で，CBT の技法の文脈的応用を可能にし，支援の意義を生活の

中に取り戻す試みとなる（久保, 2015）。 
 
2.1.3 個人因子のうち「価値」の役割 

 ICF における「個人因子」は，年齢，性別，信念，性格，価値観，生活歴など，個人

に固有の背景要因でありながら，公式な分類表には含まれていない。World Health 
Organization（2001）では，個人因子は分類されておらず，標準化が困難であるとさ

れている。 
 しかし，支援においては，個人因子のうち特に「価値」が支援目標の構成や行動選択

の動機づけに関与することが指摘されている（大川, 2003；Skoumal et al., 2024；上

田, 2005；Ueda & Okawa, 2003）。本節でいう「価値」とは，個人が何を重要と考える

かという主観的な基準であり，同じ行動であっても，どのような価値に基づいて選択さ

れたかによって，その意味づけが異なる。 
 心理学的支援の文脈では，価値は行動選択の基準として位置づけられ，意味のある行

動を選択し続けることを支える概念として扱われる（坂野・武藤，2012）。ACTは，価

値に沿った行動の選択を介入プロセスの中核に位置づける点で，価値概念の整理が明確

なアプローチの 1つである（Hayes et al., 1999, 2012；Wilson & Murrell, 2004）。 
 このような価値の位置づけは，ICF の「個人因子」との親和性を持つ。すなわち，環

境因子が外的な条件を表すのに対して，個人因子のうち価値は，支援目標や行動・参加

の意味づけを方向づける内的な選択基準として機能し得る。これにより，行動や参加目

標の意味づけが，個人の主観的文脈に基づいて形成されることになる。 
 さらに，ICF と GOA の接続においても，参加目標の内容は，クライエントの生活上

の希望や価値観によって方向づけられるべきである。GOAでは「参加」を最上位の目

標として，それを支える「活動」や「心身機能」の目標が段階的に設定されるが，その

階層化は，クライエントの価値観を含む個人因子との整合のもとで構成されることが要

請される（大川, 2003；上田, 2005）。したがって，価値は，ICFや GOA の形式的構造

を，個人因子を含む文脈的な支援構造へと接続する要因として位置づけられる（大川, 
2003；Skoumal et al., 2024；上田, 2005；Ueda & Okawa, 2003）。 
 本研究では，面接で得られる価値に関わる情報を，参加目標の設定に用いる。このよ

うに価値と目標を区別し，価値を行動選択の基準として位置づける整理は，近年の CBT
の展開の中でも扱われてきた。以降では，目標の階層化（GOA）と生活機能の構造化
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（ICF）を踏まえつつ，CBT の目標設定との接続可能性を整理し，価値に関わる情報を

参加目標と活動・行動目標へ接続する支援構造について提示する。 
 
2.2 目標指向的アプローチの理論と構造 

2.2.1 上田（1983）から大川（2003）への理論展開と構造化 

 目標指向的アプローチ（Goal-Oriented Approach: GOA）は，上田（1983）によっ

て体系化された支援モデルであり，従来の「機能回復中心の理学療法」への反省を踏ま

えて構想されたものである。上田は，障害や病気からの回復を単なる機能的改善に限定

せず，その人にとっての「望ましい生活」の実現を最終的な目標とする立場を明確にし

た。特に，理学療法・作業療法の文脈において，治療的介入を「生活への再統合」のた

めの手段として位置づけ，「最終目標」「中間目標」「短期目標」からなる階層的目標設

定モデルを提示している（上田, 1992a, 1992b）。 
 このモデルは，ICF における「参加」「活動」「心身機能」の 3 層構造と対応し，機能

回復から社会的役割の再獲得までを一連のプロセスとして捉える視点を提供する。大川

（2002, 2003）は，上田の概念を引き継ぎ，GOA として理論的に再構成した。大川は，

GOA を「個人が望む生活像の実現に向けて段階的に目標を設定し，行動的支援を組織

化する構造」として定義し，ICF の枠組みとの整合性を示した（大川, 2003）。 
 また，GOA の構成は最終的な生活目標を明確化し，その実現に必要な下位目標や支

援手段を逆算的に構成する点で，教育領域における「backward design」に近似してい

る（大川, 2003；Wiggins & McTighe, 2005）。このように，最終的に実現したい結果を

起点として支援や実践を構成する発想は，異なる領域にも類似して認められ，その汎用

性と有用性を示唆している。 
 GOA の具体的な実施手順として，大川（2003）は利用者と家族との共同作業による

5段階のステップを提唱している。まず Step 1では，具体的な生活行為の実行状況で

ある「している活動」を聴取し，続いて Step 2 において，「できるはずがないと思わず

に言ってみてください」と問いかけ，本人にとって望ましい生活像としての「希望」を

確認・記入する。次に Step 3で専門家が評価した「できる活動（能力）」を説明した上

で，Step 4 において「どのような人生を創っていくのか」という「参加」レベルの主

目標と，それに直結する「する活動」を共同決定する。最終的な Step 5でリハビリテ

ーションチーム全体の方針としてのプログラムを決定し，計画の交付，実行，および定

期的な再確認と見直しを繰り返す循環的なプロセスを辿る。 
 以上のように，上田の原型モデルと大川による理論的洗練を通じて，GOAは単なる

医療モデルの枠を超えて，生活モデル的支援の基盤となる構造を備えるに至ったと言え

る。本研究では，GOA のこのような階層構造および参加指向性を，心理学的支援文脈

に応用することにより，クライエントの主観的価値に基づいた目標設定と支援構造の実

践的可能性を検討する。この GOA の概念図を Fig.2-1 に示す。 
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参加（望む⽣活像）
例︓復職／地域活動／余暇

活動（参加に繋がる⾏動）
例︓外出準備／対⼈スキル

⼼⾝機能（下位⽬標）
例︓注意・記憶／体⼒

Fig.2-1 目標指向的アプローチの概念図（大川, 2002, 2003 を元に作成） 

注）ゴール（参加）からの「逆向き設計」を特徴とする。 
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2.2.2 生活モデルとしての枠組み 

 GOA が生活モデル的支援構造として理論的に再構成されたことは前項で述べたが，

その特徴は，医療モデル的な「機能回復中心」の視点を超え，「クライエントが望む生

活像の実現」を最終目標とし，そこから逆算的に中間目標・短期目標を段階的に設定す

る点にある。これは ICF における「参加」「活動」「心身機能」の構造とも一致してお

り，支援計画を意味づけのあるものとして位置づけるための枠組みとして評価されてい

る（Baker et al., 2022；大川, 2002, 2003；上田, 2005）。 
 このような GOA の目標構造においては，まず最終目標として「参加」に関わる社会

的な役割や，その人にとって意味のある生活目標が設定される。たとえば，「職場復帰

する」「地域活動に関わる」「孫の卒業式に出席する」などが挙げられる。次に，そのた

めに必要な「活動」レベルの中間目標が設定される。これは「通勤可能である」「公共

交通機関を利用できる」「対人場面で一定時間活動できる」など，行動の遂行を焦点に

した課題である。そして，さらに下位には，「筋力の維持」「歩行距離の拡大」「認知機

能の安定」といった「心身機能」レベルの短期目標が位置づけられる（大川, 2002，2003；
上田, 2005）。 
 このような 3 層構造は，単に機能的目標を列挙するだけではなく，「なぜそれが必要

か」「その目標がどのような参加の実現に繋がるか」を常に上位目標との関係で意味づ

けることを意味する。すなわち，短期目標は中間目標の達成に寄与し，中間目標は最終

的に参加の達成に寄与するという構造が保たれることで，支援全体が生活再建の文脈に

統合される。 
 こうした目標設計の枠組みには，最終的に達成したいゴールから出発して，それを実

現するためのプロセスや手段を逆方向に計画するアプローチが反映されている。GOA
ではこの視点を導入することにより，機能訓練を自動的に選択するのではなく，「その

人の望ましい生活に本当に必要な目標とは何か」を問い直しながら支援構造を設計する。 
 このような生活モデル的視点は，ICF が重視する「環境との相互作用」や「個人の価

値」などの要素とも一致しており，機能改善の先にある「意味ある変化の実現」を指向

する点において，心理学的支援の文脈とも親和性が高い。本研究では，GOA の目標階

層と逆向き設計の枠組みを参照することによって，価値の明確化から参加目標の具体化，

そして行動的技法の展開までを一貫した構造で捉えることを試みる。 
 

2.2.3 ICF と GOA の統合的視点 

 GOAは，「参加」目標の設定とその階層的展開を通して，リハビリテーションの枠組

みを生活モデルとして再構成するアプローチであり，その基盤には ICF における生活

機能モデルが存在する。ICFは，従来の疾病中心の障害分類（ICIDH）を脱し，「心身

機能・身体構造」「活動」「参加」という 3つの生活機能を中心概念とし，これらと「環

境因子」「個人因子」の相互作用により人間の健康と生活の全体像を把握する視座を提

供する（Baker et al., 2022；大川, 2002, 2003；上田, 2005；World Health Organization, 
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2001）。 
 ICF と GOAは，いずれも生活機能を生活文脈の中で捉え，支援目標を生活機能の構

造に位置づけて検討する点で親和性が高い。特に，ICF が提起する相互作用モデルでは，

「参加」は単なる結果ではなく，「活動」や「心身機能」，さらには「環境因子」「個人

因子」との相互関係のなかで再構成される概念とされており（厚生労働省, 2006；大川, 
2003），GOA の階層構造は ICF の概念枠組みと整合する形をとっている。すなわち，

GOA における「参加目標」は ICF の「参加」に対応し，そこに至る中間目標や短期目

標が，それぞれ「活動」や「心身機能」に対応する。また，これらは固定された直線的

階層ではなく，生活状況や個人の価値に応じて双方向に再編される柔軟性を持つ点でも，

ICF の「相対的独立性」と整合する（大川, 2002）。 
 さらに，ICF が強調する「個人因子」や「環境因子」の重要性は，GOA における目

標設定と支援計画においても極めて重要である。たとえば，同じ「通勤ができる」とい

う活動目標であっても，年齢，健康状態，生活歴，生活役割，価値などの個人因子によ

り，目標の意味づけや必要な支援は異なり得る。また，バリアフリーの有無や支援者の

存在といった環境因子の違いによって，目標達成の現実的可能性や方法論が大きく変化

するため，GOA の運用においても ICF 的視点が不可欠となる（Schwartz & Kelly, 
2021）。 
 加えて，ICFでは活動・参加の評価において，「能力（capacity）」と「実行状況

（performance）」という 2側面から把握する枠組みが示されている（World Health 
Organization, 2001；Whiteneck & Dijkers, 2009）。すなわち，GOA における参加目

標は，「できること（capacity）」だけでなく「していること（performance）」として具

体化される必要があり，それを行動的技法と接続する際には，クライエントの環境・価

値・指向性を踏まえた支援戦略が求められる（World Health Organization, 2001；
Whiteneck & Dijkers, 2009）。 
 このように，ICF と GOAは，「健康とは生活の中での機能である」という視点を共

有しつつ，目標の構造化（GOA）とそれを支える全体構造（ICF）という形で，相補的

な理論関係を有している。GOA における ICF の適用例を Fig.2-2 に示す。 
 次節では，CBT における目標設定を ICF・GOA の枠組みと接続して整理し，あわせ

て面接で得られる価値に関わる情報を参加目標の設定に用いる観点を位置づける。 
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Fig.2-2 目標指向的アプローチにおける ICF の適用例 

生活機能

健康状態

脳血管障害（後遺症）

心身機能・身体構造 活　動 参　加
歩行

安定した着席姿勢を保つ
孫の学校まで行く 孫の卒業式に出る

環境因子 個人因子

補装具、杖など 孫の成長を見届けたい
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2.3 CBT との整合と補完関係 

2.3.1 CBT の基本構造と ICF との接続可能性 

 CBTは，認知・行動・感情が相互に影響し合うという仮定に基づき，問題の維持要

因となる認知や行動のパターンを変容することで，不適応行動の軽減と生活改善を図る

心理学的支援として位置づけられる（Beck, 1976；Hofmann et al., 2012）。CBTは，
うつ病，不安障害，強迫症，PTSD など多様な精神的問題への適用されており，体系化

されたマニュアルとエビデンスベースの実践が特徴である（久保, 2012）。 
 CBT における支援構造の中核は，目標設定に基づいた技法にある。例えば，スモー

ルステップ法や行動活性化法などの技法は，クライエントの現実的な行動目標を設定し，

それを段階的に遂行することで達成体験を積み重ね，自己効力感の向上を図る。また，

行動実験やエクスポージャー法などの技法は，不適応な回避行動や誤った予期に対する

修正を意図して設計される（Dozois et al., 2019；Martell et al., 2022）。 
 こうした CBT の行動目標は，ICF においては「活動」に相当すると考えられ，すな

わち，CBT の支援構造は ICF との整合性が高いと考えられる。たとえば，あるクライ

エントが「職場でプレゼンテーションを行い，質疑応答にも対応できるようになる」と

いう目標を持つ場合，これは ICFでは「参加」に相当し，CBTでは，この参加目標の

実現に必要な下位目標（活動）として，「読み原稿を作成して１人で読み上げる」「友人

の前で 2 分間発表する」「同僚 2〜3 人の前でプレゼンテーションと想定質問への応答

をリハーサルする」などを段階的に練習し，遂行可能性を高める。この過程は，ICF に

おける「活動」を段階化し，生活場面への関与としての「参加」の実現へ接続するとい

う生活機能モデルの支援構造と一致しており，具体的行動を通じた参加支援として理解

される（Imms et al., 2017；厚生労働省, 2006）。 
 加えて，CBT の目標設定は，しばしば「症状の改善」や「困難の解消」といった短

期的な問題解決型目標になりがちだが，本来はクライエントの主観的希望に基づいた柔

軟な構造も可能である（Dozois et al., 2019；Hayes et al., 1999, 2012）。つまり，CBT
の構造そのものは，ICF における「個人因子」や「環境因子」との接続も可能であり，

より文脈的な支援構造へと拡張可能な柔軟性を備えている。たとえば，津田（2003）
は，ソーシャルワークにおける行動療法の意義を，生活モデルやエンパワメント視点と

結びつけて理論的に整理している。 
 また，CBTは「技法主導的」「構造的」であるという特性から，目標設定の可視化，

治療過程の記録，フィードバックの明確化が支援実践において体系的に行われる。この

ような支援過程は，ICF が提示する「生活機能の構造化と可視化」と同様の意味を持ち，

心理学的支援の中に ICF 的視点を導入する際の基盤となり得る（Leahy, 2003）。 
 以上のように，CBTはその技法的構造において，ICF の活動・参加・個人因子との

接続可能性を有しており，行動的技法の実践を通じて生活機能の再構築に寄与しうる支

援体系であると考えられる。本研究では，CBT を GOA および ICF と接続可能な実践

枠組みと捉え，その補完的関係性を通じて，より文脈的・参加指向的な支援構造の可能

 

 20 

性を検討する。 
 
2.3.2 CBT と GOA の共通点と相違点 

 CBT と GOAは，いずれも目標設定に基づく構造的支援を特徴とする点で共通してい

る。両者は，支援の出発点として「現実的で達成可能な目標」をクライエントと共有し，

その目標に向けた行動変容を促すという点で整合する。また，行動計画の階層化，進捗

の評価，逐次的な課題設定といった構造的アプローチを重視する点も共通しており，支

援者とクライエントの協働による実践という姿勢が両者に共通する基本理念となって

いる（久保, 2012；大川, 2003）。 
 一方で，両者の間には理論的背景と支援の焦点において明確な違いも存在する。CBT
の多くは問題解決モデルを基本とし，不適応行動や認知の偏りに焦点を当てて，その変

容を通じて症状の軽減や生活上の困難の改善を目指す枠組みである。つまり，CBTは
「今，困っていることをどう解決するか」に焦点を当てる心理学的支援であり，しばし

ば「症状ベースの介入」として設計される（Beck, 1976）。 
 これに対して GOAは，「その人がどう生きたいか」「どのような社会的役割を再獲得

したいか」といった，より上位の価値や人生目標に基づいた支援構造を採る。GOA に

おける目標設定は，「不安を減らす」や「行動を増やす」といった症状軽減の視点では

なく，「家族と旅行できるようになる」「再び働けるようになる」といった生活の再構築

に関わる価値指向的目標に重点が置かれる（大川, 2002）。この点で GOAは，従来の医

療モデル的な支援とは異なり，生活モデル的視点を取り入れていると言える。 
 このように，CBTは「下位目標の操作的達成」から出発し，そこから自己効力感や

機能的改善を目指すアプローチであるのに対して，GOAは「上位目標の意味づけ」を

起点とし，その実現に向けて下位目標を構成していく逆向き設計（backward design）
を特徴とする。たとえば，CBT においては「不登校の児童が毎日登校できるようにな

る」ことが目標であるのに対して，GOAでは「友人関係の回復」や「将来的な社会参

加」という価値に基づき，「登校」という行動が位置づけられる。この違いは，行動の

意味づけと構造化において重要な示唆を与える（厚生労働省, 2006）。 
 もっとも，両者は対立的なモデルではなく，むしろ相補的であると考えられる。すな

わち，GOA が提供する上位目標や価値の明確化の枠組みを用いて支援の方向性を定め

た上で，CBT の技法を用いて具体的な行動目標を設定し，行動変容を支援するという

統合的アプローチは実践的にも理論的にも有効である可能性がある。実際，行動活性化

療法（BA）やアクセプタンス&コミットメント・セラピー（Acceptance and 
Commitment Therapy: ACT）など，近年の CBTは価値ベースの支援に接近しつつあ

り，GOA との接続可能性が広がっている（Hayes et al., 2012）。 
 以上のように，CBT と GOAは支援の構造，目標の階層性，クライエントとの協働性

という点で共通点を持ちつつも，支援の出発点と目標の意味づけという点で異なる視点

を採っている。本研究では，この両者の補完的関係を活かし，価値に基づいた目標設定
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と CBT技法の接続によって，参加指向的支援の可能性を広げる理論的基盤を提示する。 
 近年の CBT の展開の中では，価値を行動選択の基準として位置づけ，目標（到達点）

と区別して整理する議論がみられる。次項では，価値に基づく行動を重視する ACT を

取り上げ，価値概念と研究動向を整理する。 
 

2.3.3 CBT の展開としての ACT（価値概念と研究動向） 

 ACTは，機能的文脈主義および関係フレーム理論（relational frame theory; RFT）
に基づくコンテクスチュアル行動療法であり，心理的柔軟性（psychological flexibility）
を支援の中核目標として位置づける（Hayes et al., 2006；Hayes et al., 2012）。心理的

柔軟性は，現在の経験に接触しつつ，価値に沿う行動を状況に応じて変化または維持で

きる能力として定義され，ACT では，この能力を高めることを通じて，価値に沿った

生活の実現を支援する（Hayes et al., 2006）。 
 心理的柔軟性は，受容（acceptance），脱フュージョン（cognitive defusion），今こ
ことの接触（contact with the present moment），文脈としての自己（self-as-context），
価値（values），コミットされた行為（committed action）という 6つの相互関連する

プロセスから説明される（Hayes et al., 2006）。このうち価値は，到達点としての目標

とは区別され，クライエントが自ら選択する生活上の方向性（目的）として扱われる

（Hayes et al., 1999, 2012）。すなわち，価値は行動選択の基準として機能し，コミッ

トされた行為を方向づける要素として位置づけられる（Hayes et al., 1999, 2012；
Hayes et al., 2006）。 
 ACT における価値の臨床的取り扱いについては，価値を行動選択の基準として扱い，

価値に沿った行動を組織化するための多様な取り組みが整理されている（Berkout, 
2022）。 
 さらに，価値に沿った生活（valued living）に関する研究動向として，valued living
と抑うつ・不安との関連を検討した系統的レビューとメタ分析が報告されている（Tunç 
et al., 2023）。この知見は，valued living が抑うつ・不安と関連する変数として研究上

位置づけられていることを示し，価値に沿った生活という観点を目標設定へ接続する議

論の根拠となり得る。 
 また，Rahal & Caserta Gon（2020）は，ACT の価値介入に関する 23 研究を系統的

にレビューし，対象者（臨床・非臨床）とアウトカム指標の多様性を整理した。価値に

沿った行動は主として代理指標（proxy measures）で評価され，VLQ（5 研究）に加

えて，価値に沿った行動への従事回数（4 研究）や Chronic Pain Values Inventory（3
研究）などが用いられていた。以上より，価値を介入ターゲットとして扱う研究は一定

程度蓄積しつつあるが，介入内容・評価指標の異質性や，価値関連指標が代理的になり

やすい点など，方法論上の課題も残る。 
 次項では，ACTにおける価値概念をGOAおよび ICFの枠組みとの関係から検討し，

本研究の統合的枠組みに位置づける。 
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2.3.4 CBT を補完する参加指向的アプローチの 2チャンネル構造（概念整理） 

 2.3.1–2.3.2では，問題解決指向の標準的 CBT の基本構造に焦点を当てた。一方，ACT
は文脈的行動科学に立脚した CBT の展開として，価値を行動選択の基準として整理す

る枠組みを提示する。前項で述べたように価値関連研究には方法論上の課題も残るが

（Rahal & Caserta Gon, 2020），価値と目標（到達点）を区別したうえで目標設定へ

関連づける枠組みは，GOA と ICF の統合を論じる上で概念的な手がかりを与える。そ

こで本項では，ACT の概念枠を手がかりとして，GOA と ICF の階層的目標構造にお

ける参加目標の位置づけと接続の論理を明確化し，本研究の統合的枠組みを提示する。 
 本研究では，支援の目標設定と支援過程を，第 1 チャンネルと第 2 チャンネルとして

整理する。第 1 チャンネルは，症状・問題等を中心に評価し，問題の低減を到達点とし

て目標設定し，支援手段（技法・課題）を用いて結果を評価する支援構造である。第 2
チャンネルは，価値の明確化を起点として参加目標を具体化し，参加目標の実現に資す

る活動目標（必要に応じた環境調整等を含む）を設計し，結果を行動変容および参加の

観点から把握する支援構造である。両者の関係（活動目標等に基づく支援手段の選択）

を概念図として Fig.2-3 に示す。この整理を踏まえ，以下では価値概念と参加目標の関

係を検討する。 
 前項で整理した ACT の価値概念は，GOA における上位目標の意味づけと共通する側

面を持つ。GOA は，生活機能の再建や社会参加を最終目標とし，その実現のために行

動的目標を段階的に組み立てていく階層構造を採る。一方，ACT は，価値を生活上の

方向性として位置づけ，目標（到達点）と区別して扱う。両者はいずれも，それがクラ

イエントにとって意味があるかという主観的意義に焦点を当てる点で一致する。この点

を踏まえると，GOA における参加目標（到達点）は，価値が示す方向に沿う具体的な

目標として位置づけられる。 
 さらに，ACT は価値を行動選択の基準として位置づける枠組みを提供しており

（Hayes et al., 1999, 2012；Wilson & Murrell, 2004），ICF の個人因子としての価値

を扱う本研究の整理と概念的に整合する。たとえば，同じ買い物に出かけるという行動

であっても，単に必要だからという場合もあれば，家族に喜んでもらいたい，社会との

繋がりを感じたいといった場合もあり，動機が異なる。これらの差異は，参加の意味づ

けに関わる価値の違いとして整理できる。 
 また，ACT が心理的柔軟性の枠組みとして整理する諸プロセスのうち，脱フュージ

ョン（defusion）や今こことの接触（contact with the present moment）などは，行

動選択の柔軟性を支える要素として位置づけられる（Hayes et al., 2006；Hayes et al., 
2012）。参加目標とそれに結びつく活動・行動目標を遂行していく過程では，短期的な

回避や統制に偏りやすい行動パターンが生じ得るため，こうした心理学的支援要素を

GOA の階層的目標構造と合わせて検討することは，文脈の中での行動の意味づけを支

える上で有用である。 
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 加えて，本研究の理論的立場は，近年の国際的研究において提唱されている参加や価

値に基づく目標設定の重視とも整合する。すなわち，Imms et al.（2017）や Siegert & 
Levack（2014）は，ICF や GOA の枠組みのもとで，症状中心型から社会参加や価値

観に基づく目標設定へと支援の焦点を拡張することの重要性を指摘している。また，

Leamy et al.（2011）は精神保健における回復を，本人にとって意味のある生の再構成

や主体性の回復を含む枠組みとして整理しており，Martell et al.（2022）は生活上の

目標と具体的行動との接続を論じている。これらの知見は，生活機能の観点から目標と

行動を再構成する立場と接点を持つ。 
 以上のように，ACT と GOAは価値に基づいた行動という視点において共通性を持ち，

ICF との接続によって，心理学的支援の対象を生活機能の枠組みに位置づけて検討する

理論的基盤を提供する。本研究では，面接で把握した価値を参加目標の設定に用い，参

加目標に基づいて活動・行動目標へ展開する支援構造を提示する（久保, 2015）。また，

本研究において支援手段（技法・課題）は，第 1 チャンネルに固有の要素として固定さ

れるものではなく，第 2 チャンネルで具体化された活動目標および環境調整等に基づい

て選択・設計され得るものとして位置づける。 
 ここまで述べてきた各モデル・アプローチの比較を Table 2-2 に示す。 
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第1チャンネル︓
問題・課題焦点型の⽀援構造

第2チャンネル︓
参加指向的アプローチ

評価（症状・問題）

⽬標設定（問題の低減）

⽀援⼿段（技法・課題）

結果（症状・機能の変化）

価値の明確化

参加⽬標の具体化

活動⽬標＋環境調整等

結果（⾏動変容・参加）

⼿段の選択

Fig.2-3 第 1 チャンネル（問題・課題焦点型の支援構造）と 

第 2チャンネル（参加指向的アプローチ）の関係 
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Table 2-2 各支援モデル・アプローチの比較 

観点 問題解決モデル 生活モデル
目標指向的アプローチ

（上田・大川）

参加指向的アプローチ

（本研究）

主たる目標
問題・症状の軽減／適応
回復

⽣活上の困難の改善・⽂
脈調整

クライエントの⽣活⽬標
の達成（階層構造あり）

クライエント⾃⾝の価値
に基づく⽣活⽬標の達成

目標設定主体 治療者主導または半協働 クライエントとの協働
クライエント主体＋⽀援
者の対話的協働

クライエント主体（価値
指向）＋⽀援者との対話
的協働

介入の焦点 内的問題、機能障害
環境との相互作⽤、⽣活
課題

上位⽬標︓参加／中位︓
活動／下位︓⾏動

クライエントの価値を中
⼼に置いた⽣活⽂脈にお
ける具体的な「参加」⽬
標の実現

評価指標 症状の軽減、機能スコア ⽣活の⾃⽴度、適応感

各種⽬標達成度スケー
ル，
QOL（⽣活満⾜度、社会
参加）

「参加」⽬標の実現

支援の構造 専⾨職による指⽰的介⼊
クライエントと環境への
並⾏的介⼊

ICFに基づく⽬標階層と
個別⽀援計画の構築

クライエントの価値を出
発点としたICFに基づく
個別⽀援計画

目標達成の方法 問題の定義と解決 環境調整と⽣活⽀援
上位⽬標（参加）から逆
算して下位⽬標と⽀援プ
ロセスを構築

価値 → 「参加」として
具体化 → その実現を⽬
標とする階層的⽀援プロ
セス
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第 3章 方法：参加指向的アプローチの構造と研究枠組み 

3.1 参加指向的アプローチの構造整理 

3.1.1 参加指向的アプローチの構造と特徴 

 本研究で提案する参加指向的アプローチは，ICF における「参加」を最終目標とする

支援方略であり，「心身機能」や「活動」よりも「参加」を重視する点は GOA の特徴

と共通している（大川, 2002； Schwartz & Kelly, 2021；上田, 2005）。GOAは第 2 章

で述べたように，社会的役割や生活場面への参加を最上位の目標とし，「参加」を支援

構造の起点とするモデルである。 
 一方，本アプローチでは「本人がどうありたいか」「何を大切にしたいか」といった

「価値」を起点に据え，そこから「参加」目標やその実現に繋がる具体的行動（「活動」）

へと展開する階層構造を採用している。こうした価値起点の支援構造は近年の心理療法

分野でも重視されており，ACT などでは「価値に根ざした目標設定」が重要とされて

いる（Hayes et al., 1999, 2012）。 
 このように，GOA が「参加」を起点とするのに対し，本アプローチは「価値」を起

点とする点に特徴がある。GOA においても価値は重視されているが，上田（2005）は
「個人因子（生活歴・職業歴，ライフスタイル，興味，価値観等）がどう影響している

かをみていきます」と並列的に述べており，必ずしも価値を起点としているわけではな

い。すなわち，支援の最終目標が「参加の実現」であることは共通だが，起点の違いが

理論構造や支援プロセスに相違をもたらしていると言える。 
 本アプローチの支援構造は，次節 3.2.1で詳述する「価値→参加→下位目標」の階層

モデルとして整理される。本モデルの概要図を Fig.3-1 に示す。このモデルでは，価値

を起点に参加目標を中核とし，実践的行動を段階的に展開する支援設計の骨格が示され

る。本節では，その理論的前提と，参加概念を中核に据える意義について概観した。 
 ICF における「参加」は単なる動作や生活動作の自立とは異なり，社会的役割の遂行

や他者との関係性での意味づけを含む複合的概念である（厚生労働省, 2006）。たとえ

ば「働く」「学ぶ」「所属する」といった参加は，QOLや自己効力感とも関連しており，

支援の最終目標として大きな意義を持つ（大川, 2002）。 
 このような参加を支援の中核に据えることで，従来の医療モデルでは見落とされがち

だった「その人が望む生き方」や「個人の納得に基づく支援」が可能となる。また，症

状が必ずしも消失しなくても「意味のある場面に参加できた」ことが強い動機づけとな

り，行動変容や自立的変化を促す（Levack et al., 2015；久保, 2024；嶋ほか, 2023）。 
 本アプローチのもう 1つの特徴は，価値に基づく目標設定と行動形成に際して GOA
と CBT の枠組みを統合的に活用できる点にある。CBTは本人にとって望ましい生活の

再構築を支援する手法であり（Beck, 1976；Martell et al., 2022），GOAは価値や役割

を中心に据えた目標構造を提示する（大川・上田, 1996；上田, 1992a, 1992b）。 
 参加指向的アプローチはこれらの枠組みを統合し，「価値に根ざした目標の探索」「意

味のある参加の明確化」「段階的行動支援」の各プロセスを統合的に活用することで， 
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価値の探索
（問い︓どうありたいか︖）

参加⽬標
（価値を反映した⽣活像）

活動⽬標
（参加に繋がる活動・⾏動）

⼼⾝機能の改善・環境調整
など

反映 確認

Fig.3-1 参加指向的アプローチの概念図 
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 現実的かつ実行可能な支援の構築を目指している。これにより，心理学的支援の構造

は従来の問題解決モデルから，価値に沿った参加の実現と生活の再構築を重視する方向

へ転換する。 
 本節では参加指向的アプローチの構造と特徴を概観した。次節では，CBT と GOA の

理論的統合についてさらに詳述する。 
 
3.1.2 CBT と GOA の統合的構成枠組み 

 参加指向的アプローチは，CBT と GOA の理論的枠組みを統合した構造を有する。そ

の基本的な設計思想は，CBT が得意とする具体的行動目標の設定と実行支援の枠組み

に，GOA のもつ「価値に基づく目標構造」の視点を加えることで，「意味のある生活の

再構築」を支援の中核に据えることにある。 
 CBTは，不適応行動や症状を行動的・認知的に分析し，実践的な目標を設定して段

階的に変容を促す支援モデルである。とりわけ行動療法的アプローチにおいては，行動

形成，強化，セルフモニタリング，行動実験などを通じて，クライエントの現実適応力

を高める技法が数多く開発されてきた（Martell et al., 2022；山上, 1990）。このような

行動支援の枠組みは，参加指向的アプローチにおける「下位目標」の設計において，高

い実践的有用性をもつ。 
 一方，GOAはリハビリテーション領域において，「どのような生活を送りたいか」と

いう本人の価値に基づいた目標構造を明示的に支援に取り入れようとするものである

（上田, 1992a, 1992b；大川, 2002）。このアプローチでは，行動的な改善を最終目標と

せず，「参加」を最上位の目標として定義し，支援を逆向きに設計する構造をとる。す

なわち，「本人が望む参加」→「参加達成のための機能的行動」→「その行動を実現す

る技法」という，生活モデル的視点に立脚した支援展開が特徴である。 
 CBT と GOAは，起源も主たる目的も異なるが，構造的には補完関係にある。CBT
は認知や行動の変容というミクロレベルの支援設計に強みを持つ一方で，GOAは支援

の出発点やゴール設定の枠組みをマクロな視点から構築する点に強みがある。参加指向

的アプローチは，この両者の視点を統合することで，「価値に基づく参加目標の設定」

と「段階的な行動支援」の両立を実現しようとするものである。 
 この統合は，単に複数の技法を併用するという意味ではなく，「支援の構造をどう設

計するか」という点で理論的統一を図る試みである。CBT においては，セラピストが

機能的アセスメントや症状分析に基づいて目標案を提示し，協議して決めることが比較

的多いが，参加指向的アプローチでは，あくまで本人の価値から出発し，参加の意味を

クライエント自身が語るプロセスを通じて目標を共に構成していく。 
 また，CBT においては症状や不適応反応の軽減がしばしば評価指標となるのに対し，

本アプローチでは「意味ある参加が実現されたかどうか」が評価の基準となる。このよ

うな観点の転換は，CBT の構造を否定するのではなく，GOA の生活構築的視点と接続

させることで，「問題軽減」に加えて「価値の実現と QOL の向上」も支援の結果とし
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て含め得る（Schwartz & Kelly, 2021；嶋ほか, 2023）。 
 本節では，参加指向的アプローチが CBT と GOA という異なる支援モデルをどのよ

うに統合し，理論的・構造的に整合させているかについて検討した。次節では，本アプ

ローチの中核をなす「価値―参加―下位目標」という階層構造の詳細について，より構

造的な観点から論じる。 
 
3.2 面接における目標設定の進め方 

3.2.1 価値・参加・下位目標の階層構造 

 参加指向的アプローチの中心的構造は，「価値」「参加」「下位目標」の 3 階層からな

る目標設定モデルである。この構造は，単に支援の枠組みを理論化するものではなく，

面接場面における支援展開のプロセスを具体的かつ柔軟に規定するものである。本節で

は，この 3 階層の構造を明確に定義し，それぞれがどのような機能を持ち，どのように

連関するのかを整理する。 
 本アプローチで起点に位置づけられる価値とは，クライエントが人生において大切に

したいと感じていること，あるいは「どのように生きたいか」に関する指向性である。

価値は必ずしも明確に自覚されているとは限らず，面接や語りのプロセスを通じて具体

化される。たとえば，「人の役に立ちたい」「孤独を避けたい」「挑戦する自分でいたい」

といった言葉が，価値の手がかりとなる。価値は，支援全体の方向性を定める出発点で

あり，各階層を貫く意味づけの軸となる。 
 価値を反映する最上位の目標が「参加」であり，生活上の役割遂行や社会的繋がりの

形成が含まれる（厚生労働省, 2006）。本アプローチでは，価値に基づいて「どのよう

な生活に参加したいか」「どのような役割を果たしたいか」が設定され，これが「参加

目標」となる。たとえば，「家族と外出できるようになりたい」「学校に行きたい」「仕

事に就きたい」などがその例である（Levack et al., 2015；大川, 2002；上田, 1992a, 
1992b, 2005）。 
 参加の次に位置するのが「下位目標」であり，参加を実現するために必要な具体的行

動や活動を指す。たとえば，「学校に行きたい」という参加目標に対しては，「朝決まっ

た時間に起きる」「ランドセルを用意する」「教室に入る練習をする」といった行動が下

位目標となる。この階層は，従来の CBT において扱われてきた行動目標と類似してお

り，技法の転用が可能である（Martell et al., 2022；山上, 1990）。 
 この 3 階層は，単なる抽象度の違いではなく，「意味」「目的」「行動」の異なる次元

を表すものである。価値は人生全体の意味づけ，参加は社会的役割や生活構造，下位目

標は日常行動の設計に関わっており，それぞれの階層が機能的に支え合うことで，支援

全体の一貫性と柔軟性が確保される（Schwartz & Kelly, 2021）。この構造によって，

たとえ症状が残っていても「参加の実現」が評価される支援が可能となり，本人の納得

感や自己効力感を高める基盤となる（嶋ほか, 2023）。 
 また，本構造は必ずしも一方向に進むわけではない。実践では，下位目標の遂行を通
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じて「参加」の意味が再定義され，それに応じて価値が再構築されるという逆方向のプ

ロセスも生じる。さらに，価値の方角は保ったまま，クライエント自らが参加目標の修

正を望むことも少なくない。 
 価値はクライエントが進む方向を示すが，価値を具体的に反映した参加目標を設定す

ることで，方向性・到達点・その道のりがいっそう明確になる。すなわち，参加指向的

アプローチにおける参加目標は，必ず到達すべきものではなく，価値に沿って進むため

の道標である。もちろん，到達できれば理想的だが，もし到達できなくても，価値の方

向への前進とその時点の到達点をクライエントは自らの成果と捉えることが大半であ

る。なお，GOAではこの関係が理論として明文化されているわけではないが，Step2
（2.2.1 参照）の「できるはずがないと思わずに言ってみてください」という促しは，

価値を掘り起こして進むべき方角を明確化し，抽出された価値を参加目標へ具体化して

活動目標・環境調整に連結するという，本節で述べる発想と整合する。 
 このように，本アプローチは柔軟かつ循環的な支援構造を持つと言える。本節では，

参加指向的アプローチを構成する「価値→参加→下位目標」の 3 階層構造について，そ

の定義と機能，ならびに各階層の相互関係を明らかにした。以後の節では，この構造が

面接の中でどのように具体化され，技法として展開されるのかについて検討する。 
 
3.2.2 面接における目標設定のプロセス 

 参加指向的アプローチにおいては，価値・参加・下位目標からなる目標構造を，クラ

イエントと面接者が対話を通じて共構成していくことが基本となる。本節では，3.2.1
で提示された目標階層を前提に，それが面接の中でどのように明確化・展開されていく

のか，具体的なプロセスとして整理する。 
 目標設定のプロセスは，おおむね以下のような段階で進行する：①価値の探索，②参

加目標の設定，③下位目標への展開，④再構成と修正，の 4段階である。これらは固定

的な順序ではなく，クライエントの語りや状況に応じて往還的に進行する動的なプロセ

スである。 
 ①価値の探索：面接初期を中心にクライエントがどのような生き方や意味を重視して

いるのかを探る。ここでは，「どうなれたら幸せだと思いますか？」「大切にしたいこと

は何ですか？」といった未来視点での問いかけや ACT の価値明確化の技法が活用され

る（Hayes et al., 1999, 2012）。また，行動記録や語られるエピソードの中から「繰り

返し登場する関心」や「避けたい状況」が手がかりとなることも多い。 
 ②参加目標の形成では，明らかになった価値を生活文脈に照らし，「どのような生活

や場面を実現したいか」「どのような場に関与したいか」を検討する。この際，ICF の

「参加」概念に準拠しつつ，クライエントの語りの中から具体的な社会的関与のイメー

ジを抽出していく（厚生労働省, 2006；大川, 2002）。参加目標は，支援の最終的な方向

性を定めるいわば羅針盤であり，支援者が設定するのではなく，クライエントの選択と

納得を前提に構築されるものである。 
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 ③下位目標への展開は，参加目標を実現するために必要な具体的行動を整理する段階

であり，ここでは CBT の技法が活用される。行動目標は，小さく・具体的で・達成可

能なものから設計されることが望ましく，「朝決まった時間に起きる」「会場までのルー

トを確認する」など，生活に組み込みやすい行動が設定される。加えて，クライエント

が自己効力感を持ちやすいよう，初期の目標は容易に達成できるステップとする配慮も

重要である（Bandura, 1997）。 
 ④再構成と修正の段階では，実践の中で生じた困難や新たな気づきをもとに，目標階

層を再評価・調整する。たとえば，ある下位目標が達成困難であった場合には，より手

前の段階にスライドさせる，あるいは別の参加目標に切り替えるといった柔軟な運用が

求められる。また，行動実験やフィードバック面接を通じて，「本当はこういうことが

したかった」といった価値の再発見がなされることもある。このように，目標設定は固

定的ではなく，支援のプロセスそのものの中で構築され続けるものとして捉えることが

重要である（Schwartz & Kelly, 2021；嶋ほか, 2023）。 
 以上のように，参加指向的アプローチにおける目標設定プロセスは，構造的でありな

がらも柔軟性を内包した対話的実践である。支援者の役割は，クライエントの語りと生

活経験を丁寧に聴き取り，それを支援可能な形に構造化していくことである。症状の低

減や行動変容だけでは捉えきれない「意味ある目標」を共有することで，支援は単なる

問題解決から，価値に基づく生活の再構築へと転換される。これらの手続きを Table 3-1
に示す。 
 
3.3 本研究の研究構成と適用モデル 

3.3.1 研究Ⅰ〜Ⅳにおける参加指向的アプローチの適用原則 

 本研究における 4つの事例研究（研究Ⅰ〜Ⅳ）は，それぞれ異なる支援文脈・支援者・

対象を扱っているが，いずれも参加指向的アプローチの適用可能性を検討するために構

成したものである。本節では，各研究に共通する支援構造上の原則を中心に整理する。 
 第 1 に，本研究において支援の出発点が「問題の解決や低減」ではなく「望ましい参

加の実現」に置かれている点が挙げられる。従来の問題解決モデルでは，症状や困難を

起点に支援が展開されることが多かったが，参加指向的アプローチでは，価値に基づく

目標の設定と，それに至る過程を支援の中心に据える構造となっている（上田, 1992a；
上田, 1992b；Schwartz & Kelly, 2021）。 
 第 2 に，目標の階層構造が一貫して共有されていることが確認できる。すなわち，「価

値」→「参加」→「下位目標」という構造を支援者とクライエントとの間で共有し，そ

の枠組みに基づいて支援が設計されている（Levack et al., 2015）。 
 この点において，本アプローチは支援場面に応じて柔軟に展開されつつも，理論的に

は共通の設計理念を保持していることがわかる。 
 第 3 に，各研究では支援者の関与のあり方がいずれも「目標を共に探る立場」に置か

れており，支援の計画もクライエントとの対話を通じて構造化されている。これにより，
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支援の方向性や技法の選定が，クライエントの主観的価値に即した形で行われるという

点が共通している。 
 以上のように，研究Ⅰ〜Ⅳはそれぞれ異なる実践文脈で展開されるが，参加指向的ア

プローチの構造的原則―すなわち，「価値に基づく参加目標の設定」「目標階層の構造化」

「対話的支援関係の構築」という 3 点は，本研究の各研究に共通して理論的に適用され

ている。この節では，各研究の実施内容そのものには触れず，あくまで支援構造上の整

合性と一貫性に焦点を当てて整理した。 
 
3.3.2 各研究の目的と比較構造 

 本節では，研究Ⅰ〜Ⅳにおける各研究の実施目的や対象の詳細そのものではなく，そ

れらが参加指向的アプローチのどの側面を検討するものかを整理する。 
 本研究では，参加指向的アプローチの適用可能性を一元的な方法で検証するのではな

く，異なる支援文脈での適用と問題解決モデルとの違いについて，事例間の比較を通じ

て検討することを目的としている。したがって，研究Ⅰ〜Ⅳは，それぞれが独立した事

例研究でありながらも，全体として相互に補い合う構成となっている。 
 具体的には，研究ⅠおよびⅡでは，参加指向的アプローチがリハビリテーションや学

校臨床といった異なる支援現場において，どのように用いられるかを検討する。一方，

研究ⅢおよびⅣでは，同一支援者または同一枠組みにおいて，問題解決モデルと参加指

向的アプローチの支援構造や目標の捉え方の差異を検討し，支援者の姿勢やクライエン

トの関与のあり方の違いを構造的に比較する。 
 このような構成により，本研究は単なる「モデルの提示」や「適用事例の列挙」にと

どまらず，複数の事例を通じて理論的な妥当性と実践的な適用可能性を横断的に検討す

る設計をとっている。特に研究ⅢとⅣの位置づけは，同一領域における比較条件を活用

して，「参加目標の有無」「価値の共有プロセスの違い」が支援構造に及ぼす影響を検証

するための枠組みとなっている。 
 本研究の研究設計を Table 3-2 に示す。 
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Table 3-1 参加指向的アプローチの手続き 

ステップ 主な内容・焦点
実践上のポイント

／GOAとの構造比較
問いかけ例・注釈

0. 価値の探索

クライエントが「何を

⼤切にしたいか」「ど

う⽣きたいか」といっ

た「価値」を⾔語化す

る。

GOAとの最⼤の違い＝ここ

を起点とする点。問題の話

題は⼀旦留保し、価値・希

望・願望の探索を最優先。

「どうなれたら幸せだと思

いますか︖」「⼤切にした

いことは何ですか︖」

＊価値はICFの「個⼈因

⼦」に含まれる

1. 参加目標の

　 設定

価値を具体化した⽣活

像や社会的な「参加」

をクライエントと共に

⽬標設定する。

このステップ以降はGOAと

同様の階層構造。「問題が

ない状態」を⽬標にせず、

望む参加や役割・ポジティ

ブな⽣活像を探る。問題は

「脇に置く」ことを明確

化。

「その⼤切なことが実現し

た⽣活や場⾯は具体的にど

んな状態ですか︖」「＜問

題の解消＞とは別に、どん

な場⾯が実現できればうれ

しいですか︖」

2. 下位目標・

　 プロセスの

　 明確化

参加⽬標達成のために

必要な具体的な⾏動や

環境調整等の下位⽬標

を設定し、達成時期や

複数ルートも共に考え

る。

GOA同様「参加→下位⽬標

→⾏動」の逆向き設計。ク

ライエント主体の調査・

ホームワークを重視し、失

敗や調整も前提に。

「その実現に近づくには、

どのようにすればよいか、

⼀緒に考えましょう。何か

アイデアはありますか︖」

「途中で難しさが出たら、

どんな⼯夫ができそうです

か︖」

3. 実行計画・

　 問題との向き

　 合い方

下位⽬標ごとの具体的

な実⾏計画と、問題へ

の柔軟な対処法を設計

する。CBT等の技法も

ここで必要に応じて併

⽤。

問題は「解決を待たず」実

践できることから始める。

GOAと同様、⾏動を重視し

つつ、「参加」⽬標の実現

に照らして柔軟に対処⽅針

を考える。

「今できることから始めて

みましょうか」「壁にぶつ

かった時は、⼀緒に乗り越

え⽅を考えましょう」

備考︓本アプローチは、ICFの「個⼈因⼦」に着⽬した「価値」の明確化（ステップ0）を出発点とし、以降はGOA伝
統の「参加→下位⽬標」という階層的構造を継承している。問題解決を急がず、「価値」に根ざした⽣活像・参加⽬
標の設定から、本⼈主体の計画・実践までを段階的に⽀援する点が特徴である。
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Table 3-2 本研究における研究設計 

研究 主な目的 対象領域 特徴的構造

研究Ⅰ

リハビリテーション領域

における適⽤可能性と有

効性の検討

医療（リハビリテーショ

ン）・福祉

GOA構造との整合性、異

なる担当者による実施

研究Ⅱ

教育・⼼理領域における

適⽤可能性と有効性の検

討

⼤学相談室・教育・福祉

異なる実施機関での実

施・間接的実施（保護

者・教師による）

研究Ⅲ
⾏動変容がみられた／み

られなかった事例の⽐較
⼼理学的⽀援⼀般

参加⽬標設定の有無と⾏

動変容の関連

研究Ⅳ
問題解決モデルとの構造

的差異の⽐較検討
理論（モデル⽐較）

⽬標設定・評価指標の理

論的⽐較の構造化
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第４章 研究方法 

4.1 研究デザインと実施方法 

 第 3 章においては，参加指向的アプローチの構造と理論的枠組みについて，CBTや
GOA との関連を含めて整理した。本章では，それらの理論的構造が実際の心理学的支

援場面においてどのように適用され，どのような効果を生じるのかを，複数の事例研究

を通じて検討する。なお，近年のリハビリテーション研究においても ICFや GOA を基

盤とした目標設定の有効性が示唆されている（Levack et al., 2015；大川, 2002；Rice et 
al., 2017；Schwartz & Kelly, 2021；上田, 2005）。 
 本研究は，質的研究の枠組みを用い，複数の事例を通して参加指向的アプローチの適

用と効果を検討することを目的とした。参加指向的アプローチとは，GOA を理論的基

盤としつつ，それを心理学的支援に応用・展開した実践枠組みを指す。GOAは本来，

医療・リハビリテーション領域において「望ましい生活の再構築」に向けた階層的な目

標設定を特徴とする支援モデルであるが，本研究ではそれを ICF の「参加」概念と接

続させ，心理学的支援の文脈において再構成している。 
 対象となるのは，高次脳機能障害，復職支援，発達障害，不登校，引きこもりなど，

多様な背景をもつクライエントと面接者による心理学的支援の記録である。これらの事

例記録をもとに，面接の経過，目標設定のプロセス，変容の内容などを分析することで，

本アプローチの構造と実効性を明らかにする。ICFや参加概念を用いた目標設定は，ク

ライエントの主体性や QOL の向上とも関連することが近年示唆されている（Baker et 
al., 2022；Cerniauskaite et al., 2012；Imms et al., 2017）。 
 本研究は，以下の 4段階から構成されている。 
 
研究Ⅰ：リハビリテーション領域における参加指向的アプローチの適用事例の分析 
研究Ⅱ：心理学的支援領域における参加指向的アプローチの適用事例の分析 
研究Ⅲ：価値と参加目標に沿う行動変容がみられた／みられなかった事例の比較分析 
研究Ⅳ：問題解決モデルと参加指向的アプローチの構造的・実践的比較のための 
    理論的検討 
 
 このような構成により，研究Ⅰでは，①リハビリテーション領域における本アプロー

チの適用可能性と有効性を検討すること，②担当者が異なる場合の適用可能性と有効性

も検討すること，の 2 点を目的としており，研究Ⅱでは，①領域の違いを超えた本アプ

ローチの適用可能性と有効性を検討すること，②担当者が異なる場合の適用可能性と有

効性も検討すること，の 2 点を目的としている。本研究には，筆者自身が実施した複数

の事例（久保，2012，2015，2024，2025 など）に加えて，研究Ⅰには，リハビリテ

ーション領域において他の心理職が実施した 2つの事例も含まれており（川上ほか，

2016；永井ほか，2016），研究Ⅱには，保護者や教師が支援を担った事例も含まれてい

る。以上のとおり，本研究では，実用性および再現性に関する論点も検討する意図があ
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る。また，研究Ⅲでは，支援の結果を価値と参加目標に沿った行動変容がみられたか否

かで比較検討し，研究Ⅳでは，両モデルの構造的差異や支援過程の違いを理論的・実践

的に比較検討することを目的としている。複数アプローチの比較検証は国際的にも研究

課題として扱われている（Craig et al., 2008；Levack et al., 2015）。	
 
4.2 対象者の選定基準とデータ収集方法 

 本研究では，81名を対象に面接・支援を行ったが，標的となる問題（症状・行動）

が明確で，生活上の困難の主要因と考えられ，これらの改善について合意が成立した

39 事例については問題解決アプローチを用いた。また，家族面接・教師面接・情報提

供のみが 19 事例あった。これらを除いた 23 事例に参加指向的アプローチを適用した。 
 結果は，問題解決アプローチを適用した事例は，改善 23，やや改善 1，改善せず 1，
転帰不明 13，その他 1であった。参加指向的アプローチを実施した事例は，改善 19，
やや改善 0，改善せず 3，転帰不明 1であった。 
 参加指向的アプローチを実施した 23 事例のうち，以下の基準を満たす 12 事例を本

研究の分析対象として選出した。 
 ⑴面接・支援が 3回以上行われ，それらの記録が 3回分以上あること。 
 ⑵直接の支援者が筆者ではない場合（例：他の心理職，福祉職員，保護者，担任教師 
  など），筆者が支援記録を閲覧できたか，状況を詳細に聴取できたこと。 
 ⑶支援の目標設定，支援過程，結果が確認できること。ただし，結果については転帰 
  が明確であること。 
 データは面接記録，ないし支援記録から抽出することで収集した。その際，プライバ

シーに配慮し，予め個人を特定し得る情報を削除あるいは改変し，属性や状況に関して

も本質的な内容を損なわない範囲で部分的な修正を施した。 
 それらのデータについて，ICF および参加指向的アプローチの構成要素に基づく分析

枠組みに照らして整理した。 
 
4.3 分析方法 

 本研究では，面接記録をもとに以下の 2つの手法を併用して分析を行った。これによ

り，理論構造と面接記録との接合，ならびに参加指向的アプローチの構造的特性を明ら

かにすることを目的とした。 
 Levitt et al.（2018）は，アメリカ心理学会（APA）が質的研究・質的メタ分析・混

合手法研究のための「論文報告基準（the Journal Article Reporting Standards；
JARS）」を整備した意義を強調している。これにより，従来，量的研究に比べて「科学

的でない」と見なされることがあった質的研究の報告の透明性と報告上の要点が明確化

された。さらに，Syed & Westberg（2025）は，心理学が量的手法に偏る傾向を指摘し，

質的手法への誤解の是正を試みるとともに，量的・質的手法の混合研究法を，並行・埋

込・説明・探索の 4 設計に整理し，対象を多面的に捉える手法として示している。 
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4.3.1 ICF による構造分析 

 支援目標，支援の焦点，支援の結果などを ICF の「活動」「参加」「環境因子」「個人

因子」に分類し，参加指向的アプローチにおける階層的目標構造（上位・中位・下位目

標）との対応を確認した。これにより，支援のどの部分が生活構造に基づく目標として

機能していたか，また目標がどのように変化・再設定されていたかを整理した。 
 
4.3.2 再帰的テーマ分析 

 再帰的テーマ分析（RTA）は，Braun & Clarke（2006，2019，2021）が提唱した

質的データ分析手法である。近年，大規模質的データを扱う研究において，テーマ分析

は多く用いられる分析法の 1つとして報告されている（Chandrasekar et al., 2024）。 
 RTAは，「テーマ」を研究者の能動的な関与のもとに構築していく点に特長がある。

すなわち，研究者は自身の立場や前提を明確にし，どのように意味づけ・判断したかを

手続きとして示す。さらに，データの示唆に応じて理論を見直し，見直した理論で再び

データを読む往復を計画的に行う（Braun & Clarke，2019）。 
 分析の流れは一般に以下の 6段階とされるが，各段階は厳密な直線的プロセスではな

く，再帰的（reflexive）かつ柔軟な過程として実施される（Braun & Clarke，2006，
2019，2021）。RTA の信頼性・妥当性の確保および報告上の留意点については Nowell 
et al.（2017）や，岡ほか（2022），土屋（2016, pp.13-26）を参照した。 
 
①データの熟知（Familiarization with data） 
 ・インタビュー記録等の全データを読んで内容を熟知する。 
 ・初期的な気づきや印象を書き留める。 
②初期コード化（Generating initial codes） 
 ・データの重要な特徴や意味単位ごとに初期コードを作成。 
 ・コードは厳密に固定するのではなく，必要に応じて変更・追加可能。 
③テーマ抽出（Searching for themes） 
 ・コードをグループ化し，パターンや関係性を見つけて「テーマ候補」を生成。 
④テーマの検討（Reviewing themes） 
 ・各テーマ候補がデータ全体と整合しているか，内容が重複していないか精査。 
 ・必要に応じてテーマの分割・統合・修正を行う。 
⑤テーマの定義と命名（Defining and naming themes） 
 ・各テーマの本質を明確化し，分かりやすい名称を付与。 
 ・サブテーマの整理も行う。 
⑥報告書の作成（Producing the report） 
 ・テーマごとに事例データや引用を交えつつ，研究目的に沿って分析結果を記述。 
 
 本研究では，上記④「テーマの再検討」と⑤「テーマの定義・命名」の過程を並行・
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反復して行ったため，結果の記述はこれらを統合した 5段階とした。また，ICFや GOA
等の理論枠組みに基づいてテーマを検討・定義する部分は理論的判断を優先した。 
 データは，面接記録，支援記録，支援実施者からの聴取記録に基づいて初期コードを

生成し，それらを統合・分類して主要テーマを抽出した。 
 なお，近年，大規模言語モデル（large language models; LLM）をテーマ分析のプ

ロセスの一部に援用する試みが報告されており，コード案の生成やコードブックの整理

などを研究者と協働して行う枠組みが提案されている（Dai et al., 2023; Lee et al., 
2024; Nguyen-Trung, 2025）。 
 本研究においても，分析の効率化と多面的な視点の保持を目的として，生成 AIであ
る GPT-4 を補助的な作業に限定して活用した。具体的には，記録の要約やコード間の

関係性の候補提示といった場面において活用した。生成 AI による出力は，他の研究協

力者とのディスカッションと同様に「解釈の素材」の 1つとして位置づけた。都度，採

用・修正・棄却の判断を行いながら，最終的なコード体系およびテーマ構造の決定は，

研究者自身が元データに立ち戻りつつ進めた。 
 なお，分析の検討に際しては 1名の研究協力者の協力を得た。研究協力者および筆者

はいずれも公認心理師・臨床心理士の資格を有し，30年以上の心理臨床経験を持つ。 
 分析の結果，抽出された主題には「参加の語りの出現」「価値と意味づけ」「目標の共

有」「支援関係の変化」などが含まれた。これらの特性をもとに参加指向的アプローチ

の特徴について検討を行った。具体的な分析方針と方法は次の通りである。 
 
（1）分析枠組みの統一  
1）初期コード化 
 ・元の記録に忠実に，具体的な行動や発言を抽出する。 
 ・行動は可能な限り客観的・具体的に記述する。 
2）テーマ抽出 
 ・抽出された行動や発言を統合・要約し，以下のテーマに分類する。 
  ①参加や生活改善に関連するテーマ 
  ②本人の価値観や目標に関連するテーマ 
  ③自己決定やエンパワメントに関するテーマ 
  ④課題や限界に関連するテーマ 
3）テーマの検討・記述 
 ・抽出した各テーマについて，参加指向的アプローチや理論的枠組み（ICF，GOA， 
  CBT）と関連づけて検討し，結果を記述する。 
 ・参加目標の設定状況，生活改善や社会参加との関連を明示する。 
4）分析結果のまとめ 
 ・参加指向的アプローチの視点から事例を評価する。 
 ・参加目標の達成状況を判断し，その理由や背景を明示する。 
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（2）概念や用語の統一 以下の概念を共通定義で用いる。 
 ・「参加目標」（ICF「参加」に該当する本人の希望や価値に即した生活や関与） 
 ・「活動目標」（参加目標の実現に向けての具体的な行動） 
 ・「価値」（個人因子の中で特に重視されるもの） 
 ・「自己決定・主体性」（本人が主体的に目標を選択するプロセス） 
 
（3）分析テンプレートの使用 
 分析は共通のテンプレートを使用し，統一的に記述する。 
1）（初期コード化） 
 ・「具体的な行動や発言を元記録から抽出」 
2）（テーマ抽出）  
 1. テーマ① 
 2. テーマ② 
 3. テーマ③ 
 4. テーマ④ 
3）（テーマの検討・記述） 
 ・各テーマを詳細に説明し，ICF，GOA，CBT等の理論的枠組みとの関連付けを 
  行う。 
4）【分析結果の総合（ICF 構造分析と再帰的テーマ分析）】 
 ICF 構造分析の所見も併せ，次のように総合的に整理する。 
 ・「参加指向的アプローチから見た評価（ICF 構造分析と再帰的テーマ分析に基づく）」 
 ・「参加の達成状況とその要因」 
 
4.3.3 分析における透明性 

 本研究で採用した一連の分析手続き（4.3.1 および 4.3.2）において，その透明性を可

能な限り高めるために，分析の各段階における具体的な手順，および判断の過程を記述

するよう努めた。記述にあたっては，基盤とした理論的枠組みである ICF，および GOA
の視点や，再帰的テーマ分析における報告上の 5段階の抽出プロセスなどを明示し，質

的研究の報告基準に沿った整合性の確保に努めた（Levitt et al., 2018）。 
 
4.4 研究における倫理的配慮 

 本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（第 14034号）。研究協

力者には，研究の目的と方法について説明し，同意を得た。本研究開始以前に刊行され

た文献に掲載されている事例については，本研究についての同意も確認した。以下，繰

り返しとなるが，データとして用いた面接・支援記録は，予め個人を特定し得る情報を

除去し，属性や状況に関しても本質的な内容を損なわない範囲で部分的な修正を施した。 
 特記すべき利益相反関係はない。 

 

 40 

第 5章 参加指向的アプローチの適用事例と分析（要約） 

5.1 研究Ⅰ：リハビリテーション領域への適用事例 

 研究Ⅰでは，リハビリテーション領域の 4 事例を対象に，参加指向的アプローチの適

用可能性を検討した。各事例は共通フォーマットで記述し，ICF による構造分析および

再帰的テーマ分析を行い，価値を反映した参加目標の設定，支援過程における変化，結

果を比較可能な形で整理した。 
 各事例に共通していたのは，支援の焦点を機能改善や症状の軽減のみに置かず，本人

が望む生活像や役割，すなわち参加の実現に結びつけていた点である。参加目標は，本

人の価値や希望に基づいて設定し，復学，就労，地域生活，自立生活などの文脈に沿っ

て，その実現に必要な下位目標や環境調整を段階的に構成していた。 
 
5.2 研究Ⅰの考察 

 研究Ⅰの 4 事例は，脳外傷後遺症や脳性まひなど，異なる障害種別を対象とし，異な

る心理職がそれぞれの現場で参加指向的アプローチを適用したものである。障害の特性

や支援文脈が異なっていても，いずれの事例でも，「価値→参加→下位目標」という一

貫した階層構造を共有していた。 
 具体的には，最上位目標として，本人の語りや価値に根ざした参加の実現を置き，そ

の達成に向けて行動や認知機能などの下位目標を段階的に構造化していた。また，目標

設定や支援内容は一度決めて終えるのではなく，実践の進行に応じて柔軟に再構成した。

本人の状態変化や実際の参加経験から得たフィードバックをもとに，支援の方向性や焦

点を調整する再帰的プロセスとなっていた。 
 
5.3 研究Ⅱ：心理療法領域への適用事例 

 研究Ⅱでは，心理療法領域の 5 事例を対象に，大学心理相談室，学校，施設など多様

な支援場面で参加指向的アプローチを用いた。ここで共通していたのは，支援初期には

参加目標が明確でない事例も少なくなかったことである。 
 支援では，問題の低減をただちに主目標とせず，本人が何に価値を置き，どのような

生活やあり方を望むのかを対話の中で探索した。そして，その語りを参加目標として整

理し，参加の形として構造化していった。心理療法領域では，目標が当初から明確に存

在していたわけではなく，支援過程の中で語りとともに形成されていく点が，研究Ⅰよ

りも顕著であった。本人の価値が言語化されると，学校生活，進学，就労，対人関係，

余暇活動，日常生活の安定などの文脈において，それを実現するための具体的な行動を

整理し，活動目標として再構成した。その結果，行動変容は，症状そのものへの直接的

な働きかけとしてというより，価値に沿った参加の方向へ生活を整えていく過程として

みられた。 
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5.4 研究Ⅰ・Ⅱにおける共通の特徴と支援結果の整理 

 第 5 章全体から導かれる主な知見は，リハビリテーション領域と心理療法領域という

異なる文脈においても，参加指向的アプローチの基本構造が一貫していた点にある。す

なわち，本人の価値を起点として参加目標を設定し，そこから下位目標や支援方略を逆

向きに設計するプロセスが，共通して価値と参加目標に沿った行動変容に結びついてい

た。 
 また，本アプローチの効果は，特定の技法の有無そのものよりも，価値と参加目標を

どの程度共有し，それに基づく行動をどこまで具体化できるかに強く関わっていた。支

援過程の中で目標を見直し，必要に応じて環境調整を組み合わせることが，本人の自己

決定感や自己効力感を支え，行動変容を促す重要な要素となっていた。 
 
5.5 研究Ⅱの考察 

 研究Ⅱの 5 事例は，不登校やひきこもり状態，知的障害・発達障害など，心理社会的

課題を有する若者に対して，参加指向的アプローチを用いて支援を行ったものである。

対象者の状態や生活課題は異なっていたが，いずれも参加の困難が生活の中心的な困難

となっていた。 
 研究Ⅱで特筆すべき点は，支援場面が大学相談室，学校，施設と多様であったことで

ある。加えて，心理職による直接支援に加え，担任教師を介した間接的支援でも本アプ

ローチを用いた。こうした事例では，本人の価値と参加目標を支援者間で共有し，下位

目標と環境調整を協働的に構成しながら支援を進めた。 
 また，これらの事例でも，研究Ⅰと同様に，本人の語りに基づき参加目標を設定し，

そこから下位目標を組み立てる支援構造を一貫して適用した。その一方で，研究Ⅱでは，

大学相談室，学校，施設といった多様な場面においても，同じ支援構造が維持されてい

た点に特徴があった。 
 
5.6 研究Ⅰ・Ⅱの総合考察 

 研究Ⅰでは脳外傷や脳性まひなどの身体障害に対するリハビリテーション領域で，研

究Ⅱでは不登校・ひきこもり，発達障害，知的障害を対象とした心理学的支援領域で，

参加指向的アプローチを適用した。両者に共通していたのは，「価値」→「参加」→「下

位目標」という支援設計と，語りと行動を往還的に調整する再帰的手続きである。 
 以上から，参加指向的アプローチは，本人の価値を起点に参加目標を設定し，そこか

ら下位目標と環境調整を構成する支援構造として，領域横断的な適用可能性を有してい

た。支援結果は，問題の低減だけで判断するのではなく，価値と参加目標に沿った行動

変容を確認できたかという観点から把握した。 
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第 6章 参加指向的アプローチの有効性に関する検討と従来モデルとの比較（要約） 

6.1 研究Ⅲ：支援結果の比較検討 

 新規 3 事例を対象として，参加指向的アプローチの有効性と限界を検討した。行動変

容が確認された事例と確認されなかった事例を比較すると，本アプローチが有効に機能

するためには，価値の明確化と参加目標の具体性が重要であった。 
 
6.1.1 参加目標設定の有無と差異（行動変容がみられた事例） 

 行動変容が確認された事例では，本人が価値を置く事柄をある程度一貫して語り，そ

の価値に根ざした参加目標を，将来像や役割として具体的に共有していた。さらに，そ

の参加目標を，見学，準備，登校，学習，生活上の実践といった実行可能な活動へ段階

的に翻訳していた。価値が参加目標に接続し，参加目標が活動目標へと具体化すること

で，価値と参加目標に沿った行動変容に繋がっていた（例：J−第 2期）。 
 
6.1.2 本アプローチの適用限界と課題（行動変容がみられなかった事例 1） 

 行動変容が確認されなかった事例では，価値の語りが一時的または表面的なレベルに

とどまり，それが参加目標の設定や主体的な行動選択に結びつかなかった。参加目標を

提示しても，本人の自己決定に基づく行動選択へ繋がらない場合，支援効果は限定的で

あった（例：K）。 
 
6.1.3 本アプローチの適用限界と課題（行動変容がみられなかった事例 2） 

 別の行動変容が確認されなかった事例でも，同様に，価値や目標の語りが環境要因や

一時的な感情に依存し，参加目標を活動レベルへ十分に翻訳できなかった。したがって，

本アプローチを成り立たせるためには，価値が本人の生活文脈の中で意味をもち，参加

目標として内在化することが必要であると考えられた（例：L）。 
 
6.1.4 行動変容がみられた事例・みられなかった事例の比較検討 

 この章の比較検討から明らかになったのは，参加指向的アプローチの有効性とその限

界である。行動変容がみられた事例に共通していたのは，価値と参加目標が明確かつ具

体的で，本人が自己決定によって行動を積み重ねていた点である。 
 一方，行動変容がみられなかった事例では，価値の語りの安定性や参加目標の具体性

が乏しく，本人の自己決定に基づく行動変容に結びつかなかった。こうした特徴は，J
−第 1期，K，L に共通していた。したがって，これらの事例では，価値の明確化や参

加目標の設定を慎重かつ段階的に進め，支援関係の構築や環境調整を含む包括的な対応

が必要である。 
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6.2 研究Ⅳ：参加指向的アプローチと従来モデルの理論的・実践的比較 

6.2.1 参加指向的アプローチと問題解決モデルの理論的差異 

 問題解決モデルは，症状の軽減や不適応行動の修正を最終目標とし，その改善によっ

て生活改善や参加の実現を図ろうとする。一方，参加指向的アプローチは，支援の中心

を本人が望む具体的な参加目標に据える。そして，最終目標として明確に設定した参加

の実現に必要な活動や環境調整を逆算的に設計する。 
 問題解決モデルでは，症状改善が支援の中心となるが，参加指向的アプローチでは，

本人自身の価値や生活の文脈から設定した参加目標が支援の起点となる。この目標設定

プロセスでは，本人との対話を通じて本人自身が主体的に選択し，環境調整や具体的な

活動目標を共有しながら進める。そのため，支援の枠組みそのものが本人にとって納得

感を伴いやすい。 
 また，介入の手法においても明確な差異がある。問題解決モデルは個人の要素の変容

を主目的として扱うが，参加指向的アプローチは社会的役割や環境因子の調整も積極的

に行い，本人が目指す参加の実現に向けて多面的に支援する。さらに，支援者が一方的

に問題を特定して改善策を指示するのではなく，本人の価値観や希望を丁寧に引き出し，

その実現に向けて本人が自発的に行動計画を立てるプロセスを支えることを重視する。 
 
6.2.2 実践事例比較による具体的示唆 

 この違いは，目標設定の方法，介入対象，支援関係のあり方に及ぶ。参加指向的アプ

ローチでは，本人との対話を通して価値を探索し，その価値に沿って参加目標を共有し，

その実現のための活動目標と環境調整を逆算的に設計する。したがって，支援は，本人

の生活文脈と希望に即した参加を組み立てる方向へ展開し，本人の納得感，主体性，自

己効力感を支える構造をもつ。 
 また，心理学的支援においても，環境因子の調整や多職種・多機関連携を含む支援枠

組みとして有効である。心理職の役割は，個人内要因への働きかけにとどまらず，本人

の価値と参加目標を基準として，学校，家庭，施設，医療機関などの支援資源を調整し，

つなぎ直すことにも及ぶ。 
 
6.3 参加指向的アプローチにおける効果要因と課題に関する考察 

 本研究では量的指標による効果測定を行っていないため，本節では支援の結果として

価値と参加目標に沿った行動変容がみられたか否かを事例比較の判断基準として用い

る。以降では，この基準に基づき，価値の明確化と参加目標の具体性の 2 軸によって事

例を整理し，併せて価値への問いに対する語りのパターンとの対応を検討する。ただし，

本研究における「価値の明確化」および「参加目標の具体性」の評価は，面接記録等に

基づく質的な判断に依存している。今後は，「価値の明確化」の度合いを指標化するこ

と（例：語りの明確さ・一貫性），ならびに「参加目標の具体性」を行動レベルで評価

する枠組みを整備すること（例：いつ・どこで・何を）が課題となる。その上で，これ
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らの指標と価値・参加目標に沿った行動が確認されたか否かとの関連を，前向き研究に

よって検証する必要がある。 
 
6.3.1 価値の明確化と参加目標の具体性の 2軸による事例の整理 

 本項では，事例間の差異を整理するために，（a）価値の明確化，（b）参加目標の具体

性の 2 軸を用いる。価値の明確化とは，面接過程において本人が語った「どうなれたら

幸せか」や「大切にしたいこと」（価値）が具体的に言語化され，支援者との間で共有・

確認されたものを指す。参加目標の具体性とは，価値に根ざした参加の方向性が，活動・

行動として実行可能な形（例：いつ，どこで，何を）に翻訳されている程度を指す。 
 本研究では，面接・支援記録に記載された内容にもとづき，価値の語りの明確さや一

貫性，ならびに参加目標の行動レベルでの具体性を手がかりとして，両軸を質的に位置

づけた。この 2 軸の組み合わせとして事例を整理すると，価値の明確化が低く参加目標

の具体性も低い事例では，参加目標が抽象的で，面接内での目標に関する語りが定まり

にくく，価値と参加目標に沿った行動の記述が確認されなかった（例：J−第 1期）。価

値の明確化が高い一方で参加目標の具体性が低い事例では，価値に沿う方向性は示され

たが，参加目標を活動・行動へ翻訳する過程が課題として残った（例：D，F）。価値の

明確化が低く参加目標の具体性が高い事例では，参加目標は具体的である一方，価値の

言語化が限定的で，価値と参加目標の対応関係が十分に言語化されないまま支援が進行

していた（例：K，L）。価値の明確化が高く参加目標の具体性も高い事例では，目標が

活動・行動として具体化され，価値と参加目標に沿った行動の記述が確認された（例：

A，E，J−第 2期）。本研究で価値と参加目標に沿った行動の記述が確認された事例群で

は，価値が参加目標に内在化している語り，自己決定に基づく行動選択，および目標の

具体性が，記録上共通して確認された。これらを図示したものを Fig.6-4 に示す。 
 

6.3.2 価値への問いに対する語りのパターンと 2軸との対応 

 価値の明確化が高い事例では，①参加目標が先に提示され，支援者が価値の確認を行

う場合（参加→価値の確認）と，②価値が先行し，参加目標の具体化が後から進む場合

（価値→参加）が確認された（例：A，D）。一方，価値の明確化が低い事例では，③参

加目標が提示されても，その根拠が環境要因や一時的な評価に依拠した語りにとどまる

場合（例：K），④価値への問いに対して語りが成立しにくい場合（例：J−第 1 期）が

みられた（Table 6-2）。すなわち，③④のように価値や目標の語りが環境要因や一時的

な感情に依存している場合には，価値の内在化が進みにくいと考えられ，これらの場合，

目標の再構成や環境調整を含むより包括的な視点が必要となる（Imms et al., 2017；
Leamy et al., 2011）。 
 以上の示唆を踏まえると，今後の支援においては，本人が動機づけを形成できる環境

設定と，目標の再検討を繰り返すことのできる支援構造が重要であると考えられる

（Adair et al., 2015）。 
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Fig.6-4 価値の明確化 × 参加目標の具体性（12 事例の整理） 

価値↓／参加↓
•⽬標が抽象的
•動機づけ不安定
•事例J­1

価値↑／参加↓
•⽅向は⾒える
•活動・⾏動への
翻訳が課題
•事例D, F

価値↓／参加↑
•⽬標は具体的
•意味づけが浅い
•事例K, L

価値↑／参加↑
•⽬標が具体的
•⾏動変容が⽣起
•事例A, B, C, E, 
G, H, I,
J­2

⾼

低

参
加
⽬
標
の
具
体
性

価値の明確化
低 ⾼
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Table 6-2 価値への問いへの語りのパターンと本アプローチの効果 

価値／参加 面接での語り 行動変容

高／高 事例A（参加が先に⽰される例︓参加→価値の確認）
   A:「早く復学したい。早く就職したいから。」（参加↑）
⾯接者:「どういったことで早く就職したいのですか︖」（価値確認）
  A︓「家族は当てにならない。今までもずっとそうだった。だから１⼈で
    ⽣活できるようになりたい」（価値↑）

みられた

高／低 事例F（価値→参加）
   F:「⼈の役に⽴てるようになりたい」（価値↑）
⾯接者:「どうしたらそうなれると思いますか︖」
   F:「⼈の役に⽴つ仕事に就く。具体的には…︖」（参加↓）
⾯接者:「では少し調べてみるのはどうでしょう︖」
   F:（調べてきて）「作業療法⼠、いいなと思って」（参加↑）

みられた

低／高 事例K
 K︓「マッサージ師になりたい」（参加↑）
Th.︓「どういったことでマッサージ師になりたいのですか︖」（価値確認）
 K︓「⼊院中、看護師さんに向いていると⾔われたから」（価値↓）

みられず

低／低 事例J - 第1期
⾯接者︓「どうだったら⾃分らしいですか︖」
    J:「何も考えられない」（価値↓）
⾯接者︓「どうしたらよいか、何かアイデアはありますか︖」
    J︓「どうしていいかわからない」（参加↓）

みられず

注︓本表に⽰した逐語は，各事例において価値への問いが提⽰され，参加⽬標が形成される過程を
代表する場⾯を抜粋したものである。
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第 7章 参加指向的アプローチの理論的再評価 

7.1 事例分析から得られた知見 

 本研究の研究Ⅰ〜Ⅳによる事例分析では，価値に関する語りが参加目標の設定に接続

し，参加目標が活動・行動レベルへ翻訳される過程が事例間で異なることが確認された。

第 6 章 6.3では，価値と参加目標に沿った行動変容が確認された例と確認されなかった

例の差異を，判断基準，価値の明確化と参加目標の具体性の 2 軸，および価値への問い

に対する語りのパターンから整理した。 
 次節では，これらの知見を GOA および ICF の階層モデルで位置づけ，参加指向的ア

プローチの理論的整合性と運用上の示唆を明確にする。 
 
7.2 GOA の理論的独自性と参加指向的アプローチへの貢献 

7.2.1 GOA の構造的特徴 

 GOA の中心的構造は，「参加」を最上位目標に据え，その達成に向けて「活動」や「心

身機能」，「環境因子」といった ICF の要素を階層的に位置づける点にある（大川, 2002；
上田, 2005）。この階層構造により，目標の全体像と各レベルの目標の関連性が明確に

なり，クライエントが「なぜこの支援を受けるのか」「どこを目指しているのか」を理

解しやすくなる。また，Baker et al.（2022）は，リハビリテーション領域における目

標設定の国際的コンセンサスを踏まえ，GOA のような階層化された目標設定が，専門

職種間での目標共有やクライエントの主体的関与を促進する上で極めて有効であると

報告している。さらに，Imms et al.（2017）も ICF 枠組みとの連携のもとで，参加を

頂点とする階層的目標設定の意義と国際的な適用可能性を指摘している。 
 
7.2.2 GOA と参加指向的アプローチの統合的意義 

 GOA の目標階層構造は，本研究の参加指向的アプローチにおいて，「価値」の明確化

から「参加」の目標化，さらに「活動」や「心身機能」へと繋がる具体的な道筋を視覚

的かつ論理的に構成する枠組みとして機能し得る（Imms et al., 2017；Levack et al., 
2015）。こうした階層構造の可視化により，クライエントと支援者の間で「目標の意義」

「位置づけ」「優先順位」が共有可能となり，支援プロセスの透明性と納得性が高まる

（Baker et al., 2022）。 
 さらに，ICFや GOA の階層モデルを統合することにより，従来の症状軽減・機能回

復中心の支援から，「本人にとっての意味ある生活」や「社会的役割の実現」を中心に

据えた文脈的・包括的な支援への展開が可能となる（Imms et al., 2017；Levack et al., 
2015）。このような枠組みは，複数専門職による連携にも適合しやすい。 
 
7.3 参加指向的アプローチの理論的貢献と実践的意義 

7.3.1 理論的貢献 

 参加指向的アプローチの理論的貢献は，従来の問題解決モデルに対して「価値」の明
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示化と「参加」の階層的構造化を追加する点である。ICFや GOA の理論枠組みに基づ

くことにより，目標設定プロセスの可視化や理論的な一貫性が確保されるため，支援プ

ロセス全体が構造的に整理され，実施・評価・報告・多職種連携が行いやすくなる（Imms 
et al., 2017）。 
 また，参加目標の共有を重視することで，クライエントの主体性と支援者の支援意図

の双方が明確となり，支援の納得性とエビデンスの信頼性が高まる（Baker et al., 2022）。
この枠組みはガイドラインの整備や標準化を推進する国際的な動向にも合致し，今後の

心理学的支援モデルの基盤として発展が見込まれる。 
 
7.3.2 実践的意義 

 実践的には，目標共有プロセスがクライエントの自己効力感や動機づけを促進し，実

行可能な目標達成に資することが示唆される（Holliday et al., 2007；Levack et al., 
2006；Pollock et al., 1990）。また，「参加」という具体的かつ文脈的な目標の設定は，

QOL 向上や行動変容に関与し得ることが国内外の研究で示唆されている（久保, 2015；
Levack et al., 2015）。 
 加えて，こうした階層的目標構造の導入は多職種チームでの連携や，個別事例に応じ

た柔軟な支援デザインに寄与し，多様な支援場面への応用可能性を示唆する（Baker et 
al., 2022；Imms et al., 2017）。 
 このように，参加指向的アプローチは，心理学的支援の構造化と標準化を推進し，現

代の多様な支援現場での有効性と汎用性を高める理論的基盤として，今後の発展が期待

される。 
 
7.4 心理療法の多様性と統合の可能性 

 心理療法には極めて多くの技法や理論が存在するとされる（Norcross & Goldfried, 
2019）。この現状は，クライエントから見ると，どのアプローチを選択すればよいかが

分かりにくく，また支援の内容や効果の捉え方も流派によって異なるため，必ずしも

個々のニーズに適合しない場合がある。そのため，心理療法の統合についてはこれまで

数多くの提言が行われてきたが（Norcross & Goldfried, 2019），単一の理論へ統合する

には至っていない。これは，各アプローチが何をもって効果とするかの考え方や人間観

に相違があるためと考えられる。 
 この点について，Zarbo et al.（2016）は「すべての理論や手法をまとめることでは

なく，むしろ多様性を尊重しつつ，実践可能な統合的かつ柔軟な枠組みを構築すること」

を提案している。本研究では，この提案に沿って，次節から各心理療法・心理学的アプ

ローチの比較，および参加指向的アプローチによる接続可能性を検討し，完全な統合で

はなく，柔軟な部分的統合の可能性を検討する。主要アプローチの比較一覧を Table 
7-1 に示す。 
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7.5 価値・参加・活動を基軸とした心理療法の理論的比較 

 本節では，主要な心理療法・心理学的アプローチを，価値を基盤とする群（群 1）と，

方法論を基盤とする群（群 2）に整理し，その理論的特徴を比較する。比較の基準は，

(1)価値の機能，(2)価値に基づく「参加（生活場面への関与）」を上位目標として明示し

ているか，(3)介入手続きや技法の体系化，の 3 点である。 
群 1：価値（意味・自己実現）を基盤とするアプローチ 
 群 1は，価値や意味を行動の方向性として重視してきた系譜である。主要な療法には，

実存主義心理学系譜として，ロゴセラピー（Logotherapy；Frankl, 1969），実存療法

（Existential Psychotherapy；May, 1981；Yalom, 1980），人間性心理学の系譜として，

パーソンセンタード・アプローチ（Person-Centered Approach；Rogers, 1951, 1957），
自己実現理論（Self-Actualization Theory；Maslow, 1968）が含まれる。 
 ロゴセラピーは，人間を「意味への意志」を有する存在と捉え，価値（意味）が行動

の方向づけを与えるとした。逆説志向や反省除去などの技法は提示されるが，価値を「参

加（生活場面への関与）」へ翻訳し，さらに日常生活上の活動や環境因子と接続する階

層的な枠組みは示されていない。実存療法においても，Yalomは死・自由・孤独・無意

味といった実存的課題を通じて，Mayは自由と責任・運命・愛と意志という実存的課

題から，それぞれ価値の明確化を図るが，参加の目標化やその評価指標は理論上必須と

はされない。 
 人間性心理学では，Rogers が自己一致・無条件の肯定的関心・共感的理解を十分条

件とする関係を提示し，クライエントの内的評価基準（＝価値）を尊重した。また，

Maslowは自己実現を成長の規準として位置づけ，価値の意義づけを理論的に補強した。

しかし，いずれも価値を「参加」へ翻訳し，その下位に活動を位置づける枠組みは明確

には示されない。 
群 2：方法論（手続・技法）を基盤とするアプローチ 
 群 2は，比較的明確に構造化された手続きや技法体系を備えたアプローチ群である。

代表的な療法には，行動系・認知行動系心理療法として，応用行動分析（Applied 
Behavior Analysis：ABA；Skinner, 1953；Baer et al., 1968），QOL セラピー（Quality 
of Life Therapy；Frisch, 1998），ACT（Hayes et al., 1999）がある。構成主義的心理

療法としては，ナラティヴ・セラピー（Narrative Therapy；White & Epston, 1990），
ソリューション・フォーカスト・アプローチ（Solution Focused Approach：SFA; de 
Shazer et al., 1986）が挙げられる。日本で提唱されたアプローチとして，森田療法（森

田, 1919），動作療法（成瀬, 1973, 1992）がある。なお，心理療法ではないが密接に関

連するアプローチとして，コーチング心理学（Grant, 2003, 2006）を取り上げる。 
 ABAは観察可能な行動の変容を目標とし，機能分析に基づく標的行動の設定や，強

化・消去・シェイピングなどの技法を通じて行動変容を体系的に実施する。その明確性

は客観的評価に有効であるが，一方で，価値を「参加」に翻訳し，活動や環境因子と接

続する枠組みは必ずしも前提とされていない。QOL セラピーは，人生の満足度や幸福 
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Table 7-1 価値・参加から見た主要な心理学的アプローチの比較 

群
アプローチ

（代表文献の著者・年）
価値の機能

価値に基づく参加目標の明

確化／階層化

介入手続き（技法）の

体系化

群1（価値を

基盤とする

系譜）

ロゴセラピー（Frankl,
1969）

意味・価値の再発⾒によ
り⾏為の⽅向づけを与え
る

価値（意味）の明確化は重
視されるが，参加・活動⽬
標への接続は⽰されない

3種類の価値（創造価値・体
験価値・態度価値），逆説
指向，反省除去法

実存療法（May, 1981） ⾃由・責任・孤独・死な
どの実存的課題を通じ選
択の⾃覚を促す

価値は明確化されるが，参
加⽬標の明⽰・階層化は必
須ではない

関係性の検討，決断の促
進，直⾯化（回避している
主題への接近）

実存療法（Yalom,
1980）

対⼈関係の体験を通じ⾃
⼰・他者・意味への気づ
きを深める

対⼈関係上の課題は扱う
が，参加⽬標の定式化・階
層化は理論上必須ではない

対⼈過程の検討，直⾯化，
⾃⼰開⽰，フィードバック

パーソンセンタード・ア
プローチ（Rogers, 1951,
1957）

⾃⼰⼀致・無条件の肯定
的関⼼・共感的理解を通
じ価値が明確化される

価値や志向は明確化される
が，参加⽬標の明⽰・階層
化は⽰されない

治療者の態度条件（受容，
共感，⾃⼰⼀致）を重視
し，体験過程への焦点化

⼈間性⼼理学（Maslow,
1962, 1968）

成⻑動機・⾃⼰実現とし
ての価値指向

⽣活領域や役割に価値を置
くが，参加⽬標の明⽰は⽰
されない

欲求階層・⾃⼰実現の観点
に基づく⾃⼰理解の促進

群2（方法論

を基盤とす

る系譜）

応⽤⾏動分析（Skinner,
1953; Baer et al.,
1968）

強化随伴性により，⾏動
の機能を明確化し変容を
導く

場・役割は想定されるが，
参加を最上位⽬標とする枠
組みは⽰されていない

機能分析，強化操作，シェ
イピング，プロンプト，
チェイニング，般化訓練

QOLセラピー（Frisch,
1998）

⽣活領域の価値と満⾜の
向上を指向

⽣活領域の⽬標は明確化さ
れるが，参加を最上位⽬標
とする枠組みは⽰されてい
ない

QOL評価，⾏動計画，セル
フモニタリング，再評価

ACT（Hayes, Strosahl,
& Wilson, 1999）

価値を⾏動の⽅位として
扱い，柔軟性を⾼める

価値̶⾏動は明⽰される
が，参加・活動⽬標への階
層接続は⼗分には⽰されて
いない

価値明確化，コミットした
⾏動，脱フュージョン，受
容，マインドフルネス

ナラティヴ・セラピー
（White & Epston,
1990）

問題の外在化により望ま
しい価値・アイデンティ
ティを再構成

価値の⽅向づけは可能だ
が，参加⽬標への翻訳・階
層化は⼗分には⽰されてい
ない

外在化，再著述，独特な成
果，リ・メンバリング，式
典化

SFA（de Shazer et al.,
1986）

解決指向の「望ましい未
来」に価値を集約

望ましい未来像は明確化さ
れるが，参加を最上位⽬標
とはされていない

ミラクル・クエスチョン，
例外探し，スケーリング，
コーピング

森⽥療法（森⽥，1919） ⽣の欲望に根差す価値へ
⾏為を向ける（あるがま
ま）

⽣活上の実践は重視される
が，価値→参加→活動の階
層構造としては⽰されてい
ない

休養期→作業期→社会復帰
段階，注意の転換，⽇記指
導等

動作療法（成瀬，1973,
1992）

⾝体経験の再学習を通じ
⾏為の⾃⼰効⼒と価値を
回復

⾝体動作を基盤とする⽣活
場⾯への適⽤は指向される
が，参加⽬標の階層化は⽰
されない

動作課題，動作の反復練
習，呼吸・姿勢調整，⽇常
⽣活への適⽤

コーチング⼼理学
（Grant, 2003, 2006）

⾃⼰実現・成⻑指向の価
値を明確化

役割に関わる⽬標設定は⾏
われるが，参加⽬標と活動
⽬標の接続は明⽰されない

GROWモデル，⽬標設定・
⾏動化・レビュー，リフレ
クション

備考︓各アプローチにおける価値の位置づけと⽬標設定を，本研究の概念枠組み（価値→参加⽬標→活動⽬標）に対応させて整理した。
内容は代表⽂献に基づく。なお，表中の年は理論の提唱年ではなく，当該アプローチを代表する⽂献の出版年を⽰す。⽤語の対応は本研
究の概念に沿って⾏っており，参加⽬標はICFの「参加」に相当する⽬標を指す。
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感を高めることを主要な目標とした CBTである。「ライフドメイン理論」に基づき，健

康・人間関係・仕事・自己成長・余暇などのうちクライエントが重視する領域を特定し，

その満足度を高めるための具体的目標と行動方略を策定する。介入では認知再構成や行

動活性化などの技法を用い，QOL の向上を図る。価値を起点とする点は参加指向的ア

プローチと整合的だが，「参加」を最上位に据える階層的枠組みは構成されていない。

ACTは，価値の明確化と価値にコミットする行動の活性化を重視する。その他，マイ

ンドフルネス，脱フュージョン（defusion），体験の受容（acceptance），文脈としての

自己認知（self-as-context）などの技法を用いて認知的柔軟性を高めることを意図する。

価値の明確化とそれを実現する行動への接続はモデル上明示されており，苦痛や困難が

残存する状況でも「価値に基づく行動」を継続できる点が特長である。一方，価値を具

体的な「参加」，およびその下位目標へと階層的に接続する構造は必ずしも十分に体系

化されていない。 
 ナラティヴ・セラピーは，クライエントの経験を「物語（narrative）」として捉え直

し，問題を個人内の欠陥ではなく，外在的なものと位置づける外在化（externalization）
の発想を基盤とする。さらに，望ましい価値観や自己像に焦点を当てる新たなストーリ

ーを「再著述（re-authoring）」する過程を通して，アイデンティティの再構成を促進

する。これにより，クライエントの価値の言語化と，それに沿った生活上の方向づけが

可能となる。他方で，価値を参加目標へ翻訳し，活動や環境因子へと接続する枠組みは，

十分とは言えない。 
 SFAは，解決志向を主要な前提とし，問題の原因ではなく望ましい未来像とその実

現条件に焦点を当てる。ミラクル・クエスチョンやスケーリング・クエスチョンを用い

て，例外的成功や利用可能な資源を手がかりに小さな変化を積み重ね，変容を促進する。

他方，この枠組みは基本的に問題解決モデルの系譜に属しており，ICF における「参加」

を最上位目標として位置づける発想は，明示されていない。 
 森田療法（森田，2004）は，1919年に森田正馬によって創始され，「あるがまま」

の受容を基盤とし，不安や苦悩は自然な感情と捉えて無理に消そうとせず，目的本位の

生活や行動を続けることで症状への「とらわれ」から脱し，生活再建を図る。しかし，

価値→参加→活動という階層構造は提示されていない。 
 動作療法は，成瀬（1973）によって当初，脳性まひのある人を対象とした動作訓練

として提唱された。武内（2017）によれば，大野（1974），今野（1977）の報告によ

って，心理療法としても有効性を持っていることが示唆され，成瀬（1992）によって

心理療法として再体系化された。動作療法は，課題動作等による体験を通じて心理的な

変容を重視するが，同様に価値を参加に翻訳する枠組みは示されていない。 
 コーチング心理学（Grant, 2003，2006）は，クライエントの主体的成長や自己実現

を重視し，SMART（Specific, Measurable, Achievable, Relevant, and Time-bound）
などの実践的な枠組みに基づく明確な目標設定を通じて，自己探索を促進し，自己効力

感を高めることを目的とする。このようなアプローチは，目標設定理論（Locke & 
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Latham, 2002）における，明確かつ適度な難易度の目標が動機づけとパフォーマンス

に寄与するという知見と整合的である。実施においては，段階的な行動計画・進捗確認・

フィードバックを組み合わせ，コーチは協働的ファシリテーターとして機能する

（Passmore & Fillery-Travis, 2011）。石川（2025）は，目標設定の手続きについて「生

活を見直して，我慢していることや楽しめていないこと，やりたいと思っているけれど

やれていないことを挙げてもらう」「その夢を追求するとどんな生活になるのか明確

化・具体化していく」「未来のありたい自分になるために必要なことを考える」（p.20）
と述べているが，これは正に「価値→参加→活動」のプロセスである。また，石川（2025）
は CBT を応用した認知行動コーチングも紹介している。すなわち，コーチング心理学

と参加指向的アプローチは，発想や構造が極めて近似している。しかしながら，コーチ

ング心理学は基本的に臨床群を対象から除外しているため，臨床的支援への適用には制

約がある。 
 群 1 および群 2 のいずれにおいても，価値を人間理解や行動の方向性として扱う点は

共通している。しかし，価値を「参加（生活場面への関与）」という上位目標に翻訳し，

さらに日常生活上の活動や環境因子に接続する階層的設計は十分に一般化されていな

い。参加指向的アプローチは，この課題を補完し，両群に共通する基盤として機能する

可能性がある。 
 
7.6 参加指向的アプローチによる心理療法の部分的統合の可能性 

 以上の比較を踏まえると，参加指向的アプローチは，価値を参加に接続し，さらに活

動や環境因子へと展開する構造を有する点で，既存アプローチを補う枠組みとして位置

づけられる。 
 このアプローチは，ICF および GOA の枠組みに基づき，価値を参加へ翻訳し，その

下位に活動・心身機能・環境因子を接続する明確な構造を提示する（大川, 2003；上田, 
2005）。この構造は，単なる理論的モデルにとどまらず，実践においても「目標の意味・

位置づけ・優先順位」を可視化し，クライエントと支援者の間で共有しやすくする点に

特徴がある（Imms et al., 2017）。 
 この補完的枠組みは，心理療法の多様性を損なうことなく，各流派に「第 2 のチャン

ネル」として位置づけられる。すなわち，従来の問題解決モデルを維持しつつ，参加を

頂点とする価値基盤の階層モデルを並走させることも可能である。例えば，問題解決が

有効な場面では従来の方法を適用し，問題解決が困難な場面では参加指向の目標設定を

優先する，といった柔軟な運用が想定される。この二重のチャンネルを備えることによ

り，心理療法はより多様なニーズにも応答し得るともに，Zarbo et al.（2016）が示唆

するような部分的統合の可能性も持つと考えられる。 
 さらに，こうした柔軟な適用は，心理療法とソーシャルワーク，さらにはリハビリテ

ーション領域を架橋する役割も果たす。参加を最上位目標とする構造は，心理学的支援

を生活場面への関与と結びつける点で実践的意義がある（Wachtel et al., 2020；
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Freymüller et al., 2024）。 
 もっとも，このような部分的統合の可能性と有効性については，今後，実証的検討を

重ねる必要がある。 
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第 8章 結論と今後の展望 

 第 7 章では，研究Ⅰ〜Ⅳの事例分析を踏まえ，参加指向的アプローチの枠組みを，価値

を起点に参加目標を設定し，活動目標へ展開する目標階層として整理した。本章では，ICF
および GOA の枠組み，ならびに CBT の技法体系との関係を理論的に総括したうえで，研

究Ⅰ〜Ⅳから得られた実践的示唆，汎用性と応用可能性，今後の課題と展望を提示する。 
 
8.1 本研究の理論的総括 

8.1.1 ICF・GOA・CBT の統合的理解 

 本研究では CBT において，従来の問題解決モデルとは別に，生活モデルに立脚した

新たな選択肢として，ICF および GOA（上田, 1983；大川, 2003）の枠組みを取り入れ

た「参加指向的アプローチ」を提案・検討した。ICF の生活機能モデルでは「参加」概

念が中心に据えられ，個人の望む社会的役割や生活像を明確化することが重視される

（World Health Organization, 2001；Imms et al., 2017）。さらに，GOAはこの「参

加」の実現に向け，活動・心身機能・環境因子を階層的に関連づけて整理する枠組みを

提供してきた（Levack et al., 2015）。 
 本研究の統合的視点は，この ICF と GOA の枠組みを基盤としつつ，クライエントの

価値を起点として「参加」を目標化し，その具体的経路を GOA の階層モデルに位置づ

ける点に特徴がある。これにより，価値に裏づけられた参加目標が，CBT の行動活性

化や認知的技法といった実践的手段によって支えられる構造が成立する。すなわち，問

題や症状の軽減に加え，価値に基づく参加の実現を目指すという二重の目標設定が可能

となり，CBT の臨床的適用範囲を拡張するものである。 
 
8.1.2 参加指向的アプローチの理論的枠組みと構造 

 本研究が提示する理論的枠組みの特質は，「価値」を出発点とし，それを「参加」（＝

生活場面への関与）へ翻訳し，さらに下位の「活動」「心身機能」「環境因子」へと階層

化する点にある（Imms et al., 2017；上田, 2005； World Health Organization, 2001）。
この階層構造は，疾患や障害の有無にかかわらず，すべての人に共通する「生活を営む

主体」としての視点を支援に導入することを可能にする。 
 従来の CBTでは，症状や不適応行動の低減が中心課題とされてきたが，本研究はそ

れらを価値に基づく参加目標の達成に向けた手段として再位置づける。例えば，行動活

性化は単なる活動量の増加ではなく，本人の価値に沿った参加（例：職場復帰や地域活

動への参加）を実現する手段として意味づけられる。このように，CBT の技法を価値

に基づく目標階層に組み込むことで，従来の問題解決モデルに加え，価値主導型の生活

モデルを提示する新たな支援構造が形成される。 
 特に「症状があっても目標を目指す」「疾患の治療や管理とは独立して生活の再構築

を行う」といった視点は，問題解決モデルでは見落とされがちな支援の選択肢を広げる

ものである（Buntinx et al., 2010；Levack et al., 2015）。本アプローチも，治療や回
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復が困難なケースでも，価値や希望に基づく生活構築を通じて QOL 向上を可能にする

支援の枠組みを提示した。これにより，従来の認知・行動モデルを超えた文脈的・価値

指向的支援が実現可能となる。 
 
8.2 研究Ⅰ〜Ⅳから得られた実践的示唆 

 本節では，研究Ⅰ〜Ⅳの事例分析に基づき，参加指向的アプローチを実践に適用する

際の要点を整理する。以下では，価値の扱い方，参加目標の具体化，活動目標への展開

と更新，環境因子の同定と調整，および支援関係の構築という観点から，支援過程の運

用上の論点を提示する。 
 
8.2.1 研究Ⅰ〜Ⅳから得られた実践結果と展開 

 本項では，第 7 章で検討した研究Ⅰ〜Ⅳの事例分析を総合し，参加指向的アプローチ

が支援過程においてどのように運用され，どのような条件で行動変容が生じたかを整理

する。 
 まず，行動変容がみられた事例では，クライエントが価値を起点として目標を形成し，

それを参加の次元に具体化し，さらに活動レベルの目標行動に落とし込むことができて

いた。加えて，この支援計画が実行可能な粒度で段階化され，進捗の確認と調整が反復

されていた点が共通していた。この過程では，達成経験の積み重ねやフィードバックを

通じた自己効力感の形成が，次の行動選択と継続に関与し得る（Bandura, 1997）。 
 一方，行動変容がみられなかった事例では，価値の語りが表層的または一時的にとど

まり，参加目標が設定された場合でも，日常生活の文脈で保持されにくいことがあった。

その結果，活動目標への反映が限定され，行動は一時的な変化にとどまるか，不適応行

動が再発する場合があった（Hayes et al., 2006；Schwartz & Kelly, 2021）。 
 以上の比較から，価値の明確化と内在化，参加目標の具体化，活動目標の段階化，な

らびに環境調整と支援関係の構築が，本アプローチの結果に関わる構造的要因であるこ

とが整理された。これらは，リハビリテーション領域における患者中心の目標設定の議

論（Crawford et al., 2022）や，ソーシャルワークにおける人と環境の適合の観点

（Gitterman & Germain, 2008）とも整合する。 
 
8.2.2 汎用性と応用の可能性 

 参加指向的アプローチの汎用性は，適用の対象や場面を必ずしも限定しない点にある。

高次脳機能障害，身体障害，知的障害，発達障害，不登校，引きこもりなど，幅広い課

題を有するクライエントに対して応用可能であることや，医療機関，大学の心理相談室，

学校，福祉施設など，環境が異なっても実施が可能であること，さらにはアプローチを

行う者が心理職，教師，保護者と変わっても機能することがそれぞれ示され，一定の汎

用性と応用可能性が示唆された。 
 また，今回の事例には含めることができなかったが，小学校や幼稚園・保育所などで
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発達障害が疑われる子どもの支援において，診断を得るために受診するかどうかで教

師・保育者と保護者の間で意見が食い違い，協力関係の構築が困難となった例が複数あ

った。しかし，いずれの場合も「子どもが健やかに成長する」や「学校や園で楽しく生

活する」といったように，一旦「価値」まで遡ることで共有が可能となり，そこを起点

に共有目標を検討し，具体的な支援や協力を進めることができた。このことは，本アプ

ローチが「価値→参加→活動」という構造を中心とすることで，見方の異なる複数の立

場の調整や合意形成を促進する枠組みとしても有用であることを示唆している。 
 したがって，本アプローチは多様な領域・対象者・実施者においても，既存の心理学

的支援に追加可能な第 2 のチャンネルとして位置づけ得る。これは従来の問題解決的ア

プローチに加えて生活モデル的アプローチを並走可能とするものであり，各心理療法・

心理学的アプローチの特長を生かしながら，クライエントのニーズに即した柔軟な支援

を可能にする。本研究では，この導入形態を，理論上の全体統合ではなく，支援目標の

階層設計を共有する形での部分的統合として位置づけた。 
 
8.3 今後の課題と展望 

8.3.1 理論的課題（支援構造・分類・測定など） 

 本研究において，行動変容がみられなかった Kさんや Lさんの事例分析から，価値

や参加目標を本人の中に十分に定着させられなかった場合，行動変容が生じず，支援効

果が限定的となることが明らかになった。すなわち，今後は価値や目標の「内在化」を

どのように支えるかが重要な理論的課題となる。特に，価値や参加目標の設定が一時的

な感情や環境要因に左右されず，安定的に維持されるためのプロセス設計が求められる

（Skoumal et al., 2024）。 
 次に，支援構造の理論的整理も課題として残される。すなわち，価値から参加，活動

へと展開するプロセスを，どのように段階化し，どの水準で支援や評価を行うのかを明

確にする必要がある。これには，既存の ICFや GOA のモデルを参照しつつも，心理学

的支援に適合した独自の整理が必要である（Imms et al., 2017；Levack et al., 2015）。 
 さらに，分類や測定の方法論を洗練させることも重要である。例えば，参加を評価す

る際には頻度・範囲・主観的納得度など多面的な指標が考えられる一方，活動の水準で

は頻度・持続・自立度（支援量の逆数）など数量的な基準が有効である。これらを組み

合わせることで，参加と活動を 2 層で整合的に評価することができる（Imms et al., 
2017）。また，環境調整についても実施度を明確に記録し，介入の前後で比較できる形

に整える必要がある。 
 加えて，効果のモニタリング体制を計画的に設計することが求められる。たとえば，

評価の間隔をあらかじめ設定し（例：毎月），各回で確認する項目を固定する（参加の

モニタリング項目：頻度・範囲・納得度，活動のモニタリング項目：頻度・持続・自立

度，環境調整のモニタリング項目：実施度）。さらに，一定期間連続して基準に達しな

い場合には見直し条件を発動し，その際には目標や基準の変更内容・理由を記録し，必
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ず本人の同意を確認する。これにより，自己決定を保ちながら柔軟かつ継続的な支援が

可能になる（Baker et al., 2022）。 
 このように，価値の内在化を支える理論的枠組みの強化，支援構造の明確化，評価・

測定の標準化，そして効果モニタリングの仕組みづくりが，今後の理論的発展に必要で

ある。 
 
8.3.2 実践的課題と今後の研究の方向性 

 参加指向的アプローチの結果は，目標達成の有無だけで決まるのではなく，価値に沿

って進んだ過程とその時点の到達点をクライエント自身がどう意味づけるかにある。た

とえば，北極星は到達できないが進むべき方角を知らせるように，価値はクライエント

が進むべき方角を示し，進路の拠り所となる。参加目標はその方角の中での進路と到達

点を具体化する。したがって，目標に至らない場合でも，価値に沿って進んだ過程とそ

の時の到達点を本人が前進として捉え，必要に応じて目標を調整できる（→3.2.1）。 
 この立場（結果の捉え方）とは別の視点から本研究の事例群を概観すると，参加指向

的アプローチによる支援は，行動変容がみられた事例において，価値の明確化と参加目

標の具体化を通じて生活再構築を促進した。一方，行動変容がみられなかった事例では

価値や参加目標の内在化が不十分で，支援環境や関係性の調整も不足していた。したが

って，今後の実践課題は，①支援者の役割の明確化，②環境調整の系統的導入，③自己

決定を保障する関係性の構築の 3 点である。 
 まず，支援者は，価値→参加→下位目標の整合を点検し，負荷と資源を調整するナビ

ゲーターとして機能する。目標に至らない場合には，価値の言語化を再確認し，合意形

成を支えつつ，下位目標の段階化と粒度調整を行う。次に，環境調整は，個人スキルの

みに依存せず，ICF の環境因子への働きかけ（役割配分の見直し，協力者の配置，負荷

の漸増，バリア除去）を計画的に導入し，試行結果を支援記録に反映する。さらに，自

己決定を保障する関係性として，選択肢の提示と同意の反復確認，語りの尊重によって

自律性支援的な関係を形成する。価値の方角は保ちつつ，クライエントが自ら参加目標

を調整できる余地を常に確保し，意味づけは本人の言葉で位置づける。 
 以上を踏まえ，本アプローチは，価値を拠り所にした方向づけと，参加目標の調整可

能性を両輪として，柔軟かつ循環的に運用される。 
 なお，心理学的支援では「生活モデル」の視点，ならびにその視点に立つ目標設定の

発想がなお十分とは言い難い。教育・研修に生活や価値に基づく目標設定の視点を組み

込むことが求められる。Simon et al.（2024）は ICF を教育体系全体に統合し，医療・

福祉・リハビリテーション等の複数職種が共通の視点で学び合うインタープロフェッシ

ョナル教育を推進しており，その結果，生活モデルに基づく目標設定の理解と実践的ス

キルの獲得が促進され，臨床現場での協働的かつ包括的な支援の基盤形成に資すること

を報告している。心理職養成においても同様の効果が期待される。 
 さらに，第 1 章で引用した砂原（1980）は，リハビリテーションを担う医師の立場
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から，目標のあり方について「（最重度の障害のある人が）自らの生きがいを感じ，自

分の人間としての価値を自ら認めることができるためには（中略），まったく別な目標

を設定しなくてはならない。価値観の大きな転換が必要である。このことは重度障害者

の心理療法にとっても重要なこと」（p.212）と述べている。このことは，当時のリハビ

リテーションが機能訓練中心，すなわち問題解決指向が主流であったことや，その後，

心理療法において生活モデルが重視され，「価値」の概念が具体的な技法に反映される

までに長い年月を要したことを考えると極めて先駆的な指摘であったと言える。このよ

うな歴史を踏まえ，本研究は心理学的支援の目標設定において，「治す」ことだけでな

く「どう生きるか」に焦点を当てる支援の枠組みを理論・実践の両面から提示した。 
 最後に，本アプローチは従来の問題解決モデルに加えて，価値に基づく参加目標を中

心に据えた支援を並走させることを可能にし，各心理療法・心理学的支援の特長を保ち

ながら導入し得る枠組みである。クライエントの「価値」を起点とすることで，そのニ

ーズに即した支援を可能にし，さらに各心理療法・心理学的アプローチの多様な特長を

生かしながら，追加や部分的統合を実現できる可能性がある。この柔軟性が，本アプロ

ーチの最大の利点と考えられる。 
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第 9章 総合的結論 

 本研究は，心理学的支援における新たな枠組みとして参加指向的アプローチを提案し，

その理論的位置づけと実践的可能性を，研究Ⅰ〜Ⅳの多重事例研究を通じて検討した。

第 8 章では，ICF および GOA の枠組み，ならびに CBT の技法体系との関係を整理し，

本アプローチの理論的総括，実践的示唆，汎用性と応用可能性，今後の課題と展望を論

じた。本章では，研究Ⅰ〜Ⅳの事例分析から得られた到達点を，結論として簡潔に確定

する。 
 第 1 に，行動変容がみられた事例に共通して確認されたのは，価値の明確化，参加目

標の具体化，および活動レベルの目標行動と環境調整が，参加目標に整合する形で設計

されていた点である。すなわち，価値→参加→活動という目標階層が支援過程で運用さ

れ，支援計画が実行可能な粒度で段階化され，進捗の確認と調整が反復されたとき，価

値と参加目標に沿った行動変容が確認された。この運用は，達成経験の積み重ねとフィ

ードバックを通じた自己効力感の形成が，次の行動選択と継続に関与し得るという観点

とも整合する（Bandura, 1997）。 
 第 2 に，行動変容がみられなかった事例では，価値や目標の語りが表層的または一時

的にとどまり，参加目標が設定された場合でも日常生活の文脈で保持されにくいことが

あった。その結果，活動への展開が限定され，行動は一時的な変化にとどまるか，不適

応行動が再発する場合があった（Hayes et al., 2006；Schwartz & Kelly, 2021）。この

比較から，価値や目標の内在化，自己決定を支える支援関係，および実行可能性を支え

る環境調整が，本アプローチの成立条件として重要であることが整理された（Skoumal 
et al., 2024）。また，患者中心の目標設定を妨げる要因が多層に存在するという指摘

（Crawford et al., 2022）や，人と環境の適合の観点（Gitterman & Germain, 2008）
は，この成立条件を支援構造として実装する必要性を補強する。 
 第 3 に，本研究の学術的貢献は，心理学的支援における目標設定を，症状や問題の軽

減に加えて，価値に基づく参加を上位目標として明示し，活動目標と環境因子を含む設

計へ展開する枠組みとして定式化した点にある。これは，既存の心理療法・心理学的ア

プローチが多様に併存し，根本的な統合が困難とされる状況において（Norcross & 
Goldfried, 2019），各アプローチの独自性を保持したまま，部分的統合を志向する枠組

みとして位置づけ得る（Zarbo et al., 2016）。ただし，本研究が示したのは特定技法の

優劣ではなく，目標階層の設計と運用条件に関する枠組みである点を明確にしておく必

要がある。 
 以上より，本研究における参加指向的アプローチの結果は，価値→参加→活動という

階層設計に加え，価値と参加目標が生活文脈の中で保持されるよう支援過程を構成し，

環境調整と支援関係を組み合わせて運用することによって成り立つことが示された。本

研究は，複数事例における支援過程の比較を通じて，この結果と成立条件を整理したう

えで，心理学的支援における目標設定の共通基盤となり得る枠組みを提示した。 
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